
秋大医総第 号

令和 7 年 10 月 3 日

殿

１　開設者の住所及び氏名

（注）

２　名称

３　所在の場所

４　診療科名

4－1　標榜する診療科名の区分

1

（注）

4-2　標榜している診療科名

（1）内科

○ ○ ○ ○

○

○

（注）  1　「内科と組み合わせた診療科名等」欄については、標榜している診療科名に〇印を付けること。
 2　「診療実績」欄については、「内科と組み合わせた診療科名等」欄において、標榜していない診療科がある場合、
その診療科で提供される医療を、他の診療科で提供している旨を記載すること。

９，１０で提供されている医療については症状ごとに対応する診療科において提供している。

〒010-8543　秋田県秋田市広面字蓮沼44番2

電話（　018　）　834　－　1111　　　　　　　

6血液内科

上記のいずれかを選択し○を付けること。

　標記について、医療法（昭和23年法律第205号）第12条の3第1項及び医療法施行規則（昭和23年厚生省令第
50号）第9条の2の2の第1項の規定に基づき、令和６年度の業務に関して報告します。

　開設者が法人である場合は、「住所」欄には法人の主たる事務所の所在地を、「氏名」欄には法人の名称を記入す
ること。

住所

氏名

〒010-8502　秋田市手形学園町１番１号

国立大学法人　秋田大学

秋田大学医学部附属病院

秋田大学医学部附属病院の業務に関する報告について

９感染症内科

診療実績

内科 有

806

厚生労働大臣 開設者名 国立大学法人秋田大学　学長

７内分泌内科 ８代謝内科

11リウマチ科10アレルギー疾患内科またはアレルギー科

医療法施行規則第六条の四第一項の規定に基づき、有すべき診療科名すべてを標榜

2消化器内科 ３循環器内科 ４腎臓内科

５神経内科

医療法施行規則第六条の四第四項の規定により読み替えられた同条第一項の規定に基づき、がん、循環
器疾患等の疾患に関し、高度かつ専門的な医療を提供する特定機能病院として、十以上の診療科名を標
榜

2

内科と組み合わせた診療科名等

１呼吸器内科

（様式第10）



（2）外科

○ ○

○ ○

（注）

（３）その他の標榜していることが求められる診療科名

○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○

（注）

（４）歯科

○

（注）

（５）（１）～（４）以外でその他に標榜している診療科名

1 2 3 4 5

6 7 8 9 10

11 12 13 14 15

16 17 18 19 20

21 22 23 24 25

（注）

５　病床数

腫瘍内科

病理診断科 高齢者臨床検査科
糖尿病・内分泌
内科

乳腺・内分泌内
科

食道外科

老年内科 脳神経内科 形成外科
リハビリテー

ション科

歯科の診療体制

1　「歯科」欄及び「歯科と組み合わせた診療科名」欄については、標榜している診療科名に〇印を付けること。
2　「歯科の診療体制」欄については、医療法施行規則第六条の四第五項の規定により、標榜している診療科名とし
て「歯科」を含まない病院については記入すること。

９婦人科 10眼科

歯科 有

歯科と組み合わせた診療科名

１小児歯科 2矯正歯科
３歯科口腔外
科

３整形外科 ４脳神経外科

15麻酔科 16救急科13放射線診断科 14放射線治療科

５皮膚科 ６泌尿器科 ７産婦人科 ８産科

５血管外科 6心臓血管外科 ７内分泌外科 ８小児外科

11耳鼻咽喉科 12放射線科

診療実績

１精神科 2小児科

一般 合計

標榜している診療科名に〇印を付けること。

1　「外科と組み合わせた診療科名」欄については、標榜している診療科名に〇印を付けること。
2　「診療実績」欄については、「外科」「呼吸器外科」「消化器外科」「乳腺外科」「心臓外科」「血管外科」「心臓血管外
科」「内分泌外科」「小児外科」のうち、標榜していない科がある場合は、他の標榜科での当該医療の提供実績を記
載すること（「心臓血管外科」を標榜している場合は、「心臓外科」「血管外科」の両方の診療を提供しているとして差
し支えないこと）。

2消化器外科 ３乳腺外科

外科 有

外科と組み合わせた診療科名

１呼吸器外科 ４心臓外科

0 566 600

標榜している診療科名について記入すること。

精神 感染症 結核 療養

（単位：床）32 2 0



６　医師、歯科医師、薬剤師、看護師及び准看護師、管理栄養士その他の従業者の員数

常勤 非常勤 合計 員数 員数

267 74.3 341.3 77 0

5 3.6 8.6 10 46

38 0 38 6 0

0 0 0 6 0

27 0 27 0 0

700 9.4 709.4 21 0

0 0 0 0 32

3 0 3 2 169

7 0 7 36 0

（注）

７　専門の医師数

（注）

８　管理者の医療に係る安全管理の業務の経験

令和 6 年 4 月 1 日

９　前年度の平均の入院患者、外来患者及び調剤の数

　歯科、矯正歯科、小児歯科及び歯科口腔外科の前年度の平均の入院患者及び外来患者の数

人 人 人

人 人 人

剤

人

助産師

看護師 医療社会事業従事者臨床工学士

職種

医師

歯科医師

薬剤師

保健師

あん摩マッサージ指圧師

臨床
検査

職種

看護補助者

理学療法士

作業療法士

視能訓練士

義肢装具士

栄養士

歯科技工士

診療放射線技師

准看護師

1　報告書を提出する年度の10月１日現在の員数を記入すること。
2　栄養士の員数には、管理栄養士の員数は含めないで記入すること。
3　「合計」欄には、非常勤の者を当該病院の常勤の従事者の通常の勤務時間により常勤換算した員数と常勤の者
の員数の合計を小数点以下2位を切り捨て、小数点以下1位まで算出して記入すること。それ以外の欄には、それぞ
れの員数の単純合計員数を記入すること。

職種

診療エックス線技師

臨床検査技師

衛生検査技師

その他

その他の技術員

事務職員

その他の職員

歯科衛生士

管理栄養士

眼科専門医

専門医名 人数（人） 専門医名 人数（人）

総合内科専門医

外科専門医

精神科専門医

小児科専門医

皮膚科専門医

泌尿器科専門医

42

34

7

18

9

13

放射線科専門医

脳神経外科専門医

整形外科専門医

麻酔科専門医

救急科専門医産婦人科専門医 15

合計

3

7

10

5

16

16

7

202

耳鼻咽喉科専門医

1　報告書を提出する年度の10月１日現在の員数を記入すること。
2　人数には、非常勤の者を当該病院の常勤の従事者の通常の勤務時間により常勤換算した員数と常勤の者の員
数の合計を小数点以下1位を切り捨て、整数で算出して記入すること。

管理者名 （　　　　渡邊　博之　　　　　） 任命年月日

令和元年４月～令和４年３月　医療安全管理委員会委員
令和６年４月～医療安全管理委員会委員長

歯科等以外 歯科等 合計

１日当たり平均入院患者数

１日当たり平均外来患者数

１日当たり平均調剤数

必要医師数

466.9

920.5

8.4

48.9

475.3

969.4

770.3

110



人

人

人

（注）

10　施設の構造設備

16 床 有

有

㎡ 有

㎡ 床

台

㎡

246.36 ㎡ （主な設備）

35.06 ㎡ （主な設備）

227.86 ㎡ （主な設備）

65.2 ㎡ （主な設備）

1186 ㎡ （主な設備）

354.3 ㎡ 室数 室 人

39.43 ㎡ 室数 室 冊程度

（注）

11　紹介率及び逆紹介率の前年度の平均値

％ ％

人

人

人

人
（注）

12　監査委員会の委員名簿及び委員の選定理由（注）

利害
関係

委員の要件
該当状況

氏名 所属 委員長
（○を付す）

選定理由

1　「紹介率」欄は、Ａ、Ｃの和をＤで除した数に100を乗じて小数点以下第1位まで記入すること。
2　「逆紹介率」欄は、ＢをＤで除した数に100を乗じて小数点以下第1位まで記入すること。
3　Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄは、それぞれの前年度の延数を記入すること。

必要歯科医師数

必要薬剤師数

5

18

294

1　「歯科等」欄には、歯科、矯正歯科、小児歯科及び歯科口腔外科を受診した患者数を、「歯科等以外」欄にはそれ
以外の診療料を受診した患者数を記入すること。
2　入院患者数は、前年度の各科別の入院患者延数(毎日の24時現在の在院患者数の合計)を暦日で除した数を記
入すること。
3　外来患者数は、前年度の各科別の外来患者延数をそれぞれ病院の年間の実外来診療日数で除した数を記入す
ること。
4　調剤数は、前年度の入院及び外来別の調剤延数をそれぞれ暦日及び実外来診療日数で除した数を記入するこ
と。
5  必要医師数、必要歯科医師数、必要薬剤師数及び必要（准）看護師数については、医療法施行規則第二十二条
の二の算定式に基づき算出すること。

必要（准）看護師数

施設名 床面積 主要構造 設備概要

病床数 心電計

集中治療室
889.98

人工呼吸装置

その他の救急蘇生装置

心細動除去装置

ペースメーカー

有

有

無菌病室等
台数

医薬品情報
管理室

化学検査室

細菌検査室

病理検査室

病理解剖室

研究室

講義室

図書室

［固定式の場合］

［移動式の場合］

［専用室の場合］

［共用室の場合］

鉄筋鉄骨コンクリート

鉄筋鉄骨コンクリート

鉄筋鉄骨コンクリート

床面積

鉄筋鉄骨コンクリート

鉄筋鉄骨コンクリート

服薬指導推進室、DI室、薬品測定室、洗浄室、薬剤師室、薬務室

222.8

ディスクリート方式臨床化学自動分析装置、全自動血液分析装置

細菌培養同定検査装置、細菌薬剤感受性検査装置

床面積

共用する室名

鉄筋鉄骨コンクリート

鉄筋鉄骨コンクリート

1

収容定員

蔵書数

286

300

病床数 19250.53

算出
根拠

顕微鏡、自動免疫染色装置、凍結組織切片作成装置、薄切装置

解剖台、流し

パソコン書籍棚　他

1　主要構造には、鉄筋コンクリート、簡易耐火、木造等の別を記入すること。
2　主な設備は、主たる医療機器、研究用機器、教育用機器を記入すること。

紹介率 92.7 逆紹介率 92.4

1

10465

11882

1460

12864

B：他の病院又は診療所に紹介した患者の数

A：紹介患者の数

Ｃ：救急用自動車によって搬入された患者の数

D：初診の患者の数



○ 無

無

無

有

（注）

13　監査委員会の委員名簿及び委員の選定理由の公表の状況

委員名簿の公表の有無

委員の選定理由の公表の有無

公表の方法

大学のHPで公表している。

有

有

　　「委員の要件該当状況」の欄は、次の1～3のいずれかを記載すること。
1. 医療に係る安全管理又は法律に関する識見を有する者その他の学識経験を有する者
2. 医療を受ける者その他の医療従事者以外の者（1.に掲げる者を除く。）
3. その他

疋田　正喜 
副学長（学部間連携担

当）
学長が指名する理事又

は副学長
3

佐々木　俊幸
佐々木俊幸法律事務所

弁護士

法律事務所を営んでお
り、法律に関する見識を
有する弁護士である。

1

石塚　真人
秋田テレビ株式会社

常任相談役

テレビ局という公共のメ
ディアで業務に従事して
おり、高い見識を持つ

者である。

2

伊藤　伸一 秋田県医師会副会長

秋田県医師会副会長と
いう要職を務めており、
また、医療安全に精通

した医師である。

1



1  承認を受けている先進医療の種類（注１）及び取扱患者数

取扱患者数
（人）

195人

1人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

2

196人

(注） 1　「先進医療の種類」欄には、厚生労働大臣の定める先進医療及び施設基準（平成二十年厚生労働省告示

　　　　　第百二十九号）第二各号に掲げる先進医療について記入すること。

(注） 2　「取扱患者数」欄には、前年度の年間実患者数を記入すること。

先進医療の種類の合計数

取扱い患者数の合計（人）

高度の医療の提供の実績

先　進　医　療　の　種　類   

タイムラプス撮像法による受精卵・胚培養

子宮腺筋症病巣除去術

（様式第2）

様式第2-1、2-2



2  承認を受けている先進医療の種類（注１）及び取扱患者数

取扱患者数

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

(注) 1　「先進医療の種類」欄には、厚生労働大臣の定める先進医療及び施設基準（平成二十年厚生労働省告示

　　　　　第百二十九号）第三各号に掲げる先進医療について記入すること。

(注) 2　「取扱患者数」欄には、前年度の年間実患者数を記入すること。

先進医療の種類の合計数

取扱い患者数の合計（人）

先　進　医　療　の　種　類   

該当なし

高度の医療の提供の実績

（様式第2）

様式第2-1、2-2



3　その他の高度の医療

医療技術名 取扱患者数

当該医療技術の概要

医療技術名 取扱患者数

当該医療技術の概要

医療技術名 取扱患者数

当該医療技術の概要

医療技術名 取扱患者数

当該医療技術の概要

医療技術名 取扱患者数

当該医療技術の概要

医療技術名 取扱患者数

当該医療技術の概要

医療技術名 取扱患者数

当該医療技術の概要

医療技術名 取扱患者数

当該医療技術の概要

その他の高度医療の種類の合計数

取扱い患者数の合計（人） 0

高度の医療の提供の実績

（注） 1　当該医療機関において高度の医療と判断するものが他にあれば、前年度の実績を記入すること。

（注） 2　医療法施行規則第六条の四第四項の規定に基づき、がん、循環器疾患等の疾患に関し、高度かつ専門的な医療
を提供する特定機能病院として十以上の診療科名を標榜する病院については、他の医療機関での実施状況を含め、当該
医療技術が極めて先駆的であることについて記入すること（当該医療が先進医療の場合についても記入すること）。

（様式第2）



疾　　　患　　　名 患者数 疾　　　患　　　名 患者数
1 球脊髄性筋萎縮症 3 56 ベーチェット病 28
2 筋萎縮性側索硬化症 18 57 特発性拡張型心筋症 10
3 脊髄性筋萎縮症 1 58 肥大型心筋症 3
4 原発性側索硬化症 0 59 拘束型心筋症 0
5 進行性核上性麻痺 7 60 再生不良性貧血 9
6 パーキンソン病 94 61 自己免疫性溶血性貧血 3
7 大脳皮質基底核変性症 1 62 発作性夜間ヘモグロビン尿症 2
8 ハンチントン病 0 63 特発性血小板減少性紫斑病 19
9 神経有棘赤血球症 0 64 血栓性血小板減少性紫斑病 0
10 シャルコー・マリー・トゥース病 2 65 原発性免疫不全症候群 5
11 重症筋無力症 48 66 IgＡ 腎症 10
12 先天性筋無力症候群 0 67 多発性嚢胞腎 20
13 多発性硬化症／視神経脊髄炎 47 68 黄色靱帯骨化症 10

14
慢性炎症性脱髄性多発神経炎／多巣性運

動ニューロパチー
10 69 後縦靱帯骨化症 32

15 封入体筋炎 3 70 広範脊柱管狭窄症 1
16 クロウ・深瀬症候群 0 71 特発性大腿骨頭壊死症 28
17 多系統萎縮症 9 72 下垂体性ADH分泌異常症 12
18 脊髄小脳変性症(多系統萎縮症を除く。) 26 73 下垂体性TSH分泌亢進症 1
19 ライソゾーム病 2 74 下垂体性PRL分泌亢進症 7
20 副腎白質ジストロフィー 2 75 クッシング病 2
21 ミトコンドリア病 5 76 下垂体性ゴナドトロピン分泌亢進症 0
22 もやもや病 10 77 下垂体性成長ホルモン分泌亢進症 7
23 プリオン病 0 78 下垂体前葉機能低下症 45
24 亜急性硬化性全脳炎 1 79 家族性高コレステロール血症（ホモ接合体） 0
25 進行性多巣性白質脳症 0 80 甲状腺ホルモン不応症 1
26 HTLV-1関連脊髄症 1 81 先天性副腎皮質酵素欠損症 2
27 特発性基底核石灰化症 0 82 先天性副腎低形成症 0
28 全身性アミロイドーシス 21 83 アジソン病 0
29 ウルリッヒ病 0 84 サルコイドーシス 41
30 遠位型ミオパチー 0 85 特発性間質性肺炎 23
31 ベスレムミオパチー 0 86 肺動脈性肺高血圧症 12
32 自己貪食空胞性ミオパチー 0 87 肺静脈閉塞症／肺毛細血管腫症 0
33 シュワルツ・ヤンペル症候群 0 88 慢性血栓塞栓性肺高血圧症 7
34 神経線維腫症 19 89 リンパ脈管筋腫症 0
35 天疱瘡 10 90 網膜色素変性症 5
36 表皮水疱症 0 91 バッド・キアリ症候群 1
37 膿疱性乾癬（汎発型） 16 92 特発性門脈圧亢進症 0

38 スティーヴンス・ジョンソン症候群 2 93 原発性胆汁性胆管炎
旧病名（原発性胆汁性肝硬変）

33

39 中毒性表皮壊死症 0 94 原発性硬化性胆管炎 5
40 高安動脈炎 8 95 自己免疫性肝炎 14
41 巨細胞性動脈炎 2 96 クローン病 61
42 結節性多発動脈炎 12 97 潰瘍性大腸炎 154
43 顕微鏡的多発血管炎 24 98 好酸球性消化管疾患 3
44 多発血管炎性肉芽腫症 6 99 慢性特発性偽性腸閉塞症 0
45 好酸球性多発血管炎性肉芽腫症 12 100 巨大膀胱短小結腸腸管蠕動不全症 0
46 悪性関節リウマチ 2 101 腸管神経節細胞僅少症 0
47 バージャー病 2 102 ルビンシュタイン・テイビ症候群 0
48 原発性抗リン脂質抗体症候群 3 103 CFC症候群 0
49 全身性エリテマトーデス 138 104 コステロ症候群 0
50 皮膚筋炎／多発性筋炎 66 105 チャージ症候群 0
51 全身性強皮症 46 106 クリオピリン関連周期熱症候群 0

52 混合性結合組織病 22 107 若年性特発性関節炎
旧病名（全身型若年性特発性関節炎）

2

53 シェーグレン症候群 26 108 TNF受容体関連周期性症候群 0
54 成人スチル病 14 109 非典型溶血性尿毒症症候群 0
55 再発性多発軟骨炎 4 110 ブラウ症候群 0

4　指定難病についての診療

高度の医療の提供の実績
（様式第2）



4　指定難病についての診療

高度の医療の提供の実績
（様式第2）

疾　　　患　　　名 患者数 疾　　　患　　　名 患者数
111 先天性ミオパチー 0 166 弾性線維性仮性黄色腫 0
112 マリネスコ・シェーグレン症候群 0 167 マルファン症候群 6
113 筋ジストロフィー 16 168 エーラス・ダンロス症候群 2
114 非ジストロフィー性ミオトニー症候群 0 169 メンケス病 0
115 遺伝性周期性四肢麻痺 0 170 オクシピタル・ホーン症候群 0
116 アトピー性脊髄炎 0 171 ウィルソン病 2
117 脊髄空洞症 0 172 低ホスファターゼ症 0
118 脊髄髄膜瘤 0 173 VATER症候群 0
119 アイザックス症候群 0 174 那須・ハコラ病 0
120 遺伝性ジストニア 0 175 ウィーバー症候群 0
121 神経フェリチン症 0 176 コフィン・ローリー症候群 0

122 脳表ヘモジデリン沈着症 0 177 ジュベール症候群関連疾患
旧病名（有馬症候群）

0

123
禿頭と変形性脊椎症を伴う常染色体劣性

白質脳症
0 178 モワット・ウィルソン症候群 0

124
皮質下梗塞と白質脳症を伴う常染色体優

性脳動脈症
0 179 ウィリアムズ症候群 0

125
神経軸索スフェロイド形成を伴う遺伝性び

まん性白質脳症
0 180 ＡＴＲ－Ｘ症候群 0

126 ペリー症候群 0 181 クルーゾン症候群 0
127 前頭側頭葉変性症 0 182 アペール症候群 0
128 ビッカースタッフ脳幹脳炎 1 183 ファイファー症候群 0
129 痙攣重積型（二相性）急性脳症 0 184 アントレー・ビクスラー症候群 0
130 先天性無痛無汗症 0 185 コフィン・シリス症候群 0
131 アレキサンダー病 0 186 ロスムンド・トムソン症候群 0
132 先天性核上性球麻痺 0 187 歌舞伎症候群 0
133 メビウス症候群 0 188 多脾症候群 0
134 中隔視神経形成異常症/ドモルシア症候群 0 189 無脾症候群 0
135 アイカルディ症候群 0 190 鰓耳腎症候群 0
136 片側巨脳症 0 191 ウェルナー症候群 1
137 限局性皮質異形成 0 192 コケイン症候群 0
138 神経細胞移動異常症 0 193 プラダー・ウィリ症候群 3
139 先天性大脳白質形成不全症 0 194 ソトス症候群 0
140 ドラベ症候群 1 195 ヌーナン症候群 1
141 海馬硬化を伴う内側側頭葉てんかん 0 196 ヤング・シンプソン症候群 0
142 ミオクロニー欠神てんかん 0 197 １p36欠失症候群 0
143 ミオクロニー脱力発作を伴うてんかん 0 198 ４p欠失症候群 0
144 レノックス・ガストー症候群 0 199 ５p欠失症候群 0
145 ウエスト症候群 0 200 第14番染色体父親性ダイソミー症候群 0
146 大田原症候群 0 201 アンジェルマン症候群 0
147 早期ミオクロニー脳症 0 202 スミス・マギニス症候群 0
148 遊走性焦点発作を伴う乳児てんかん 0 203 22q11.2欠失症候群 1
149 片側痙攣・片麻痺・てんかん症候群 0 204 エマヌエル症候群 0
150 環状20番染色体症候群 0 205 脆弱Ｘ症候群関連疾患 0
151 ラスムッセン脳炎 0 206 脆弱X症候群 0
152 ＰＣＤＨ19関連症候群 0 207 総動脈幹遺残症 0
153 難治頻回部分発作重積型急性脳炎 0 208 修正大血管転位症 0

154
徐波睡眠期持続性棘徐波を示すてんかん

性脳症
0 209 完全大血管転位症 3

155 ランドウ・クレフナー症候群 0 210 単心室症 3
156 レット症候群 0 211 左心低形成症候群 0
157 スタージ・ウェーバー症候群 0 212 三尖弁閉鎖症 0
158 結節性硬化症 2 213 心室中隔欠損を伴わない肺動脈閉鎖症 2
159 色素性乾皮症 1 214 心室中隔欠損を伴う肺動脈閉鎖症 1
160 先天性魚鱗癬 0 215 ファロー四徴症 0
161 家族性良性慢性天疱瘡 0 216 両大血管右室起始症 2
162 類天疱瘡（後天性表皮水疱症を含む。） 11 217 エプスタイン病 2
163 特発性後天性全身性無汗症 5 218 アルポート症候群 2
164 眼皮膚白皮症 0 219 ギャロウェイ・モワト症候群 0
165 肥厚性皮膚骨膜症 1 220 急速進行性糸球体腎炎 0



4　指定難病についての診療

高度の医療の提供の実績
（様式第2）

疾　　　患　　　名 患者数 疾　　　患　　　名 患者数
221 抗糸球体基底膜腎炎 0 276 軟骨無形成症 0
222 一次性ネフローゼ症候群 20 277 リンパ管腫症/ゴーハム病 0
223 一次性膜性増殖性糸球体腎炎 0 278 巨大リンパ管奇形（頚部顔面病変） 0
224 紫斑病性腎炎 5 279 巨大静脈奇形（頚部口腔咽頭びまん性病変） 0
225 先天性腎性尿崩症 0 280 巨大動静脈奇形（頚部顔面又は四肢病変） 0
226 間質性膀胱炎（ハンナ型） 1 281 クリッペル・トレノネー・ウェーバー症候群 4
227 オスラー病 15 282 先天性赤血球形成異常性貧血 0
228 閉塞性細気管支炎 1 283 後天性赤芽球癆 1
229 肺胞蛋白症（自己免疫性又は先天性） 3 284 ダイアモンド・ブラックファン貧血 0
230 肺胞低換気症候群 0 285 ファンコニ貧血 0
231 α1－アンチトリプシン欠乏症 0 286 遺伝性鉄芽球性貧血 0
232 カーニー複合 0 287 エプスタイン症候群 0
233 ウォルフラム症候群 0 288 自己免疫性後天性凝固因子欠乏症 0
234 ペルオキシソーム病（副腎白質ジストロフィーを除く。） 0 289 クロンカイト・カナダ症候群 2
235 副甲状腺機能低下症 0 290 非特異性多発性小腸潰瘍症 1
236 偽性副甲状腺機能低下症 0 291 ヒルシュスプルング病（全結腸型又は小腸型） 1
237 副腎皮質刺激ホルモン不応症 0 292 総排泄腔外反症 0
238 ビタミンＤ抵抗性くる病/骨軟化症 3 293 総排泄腔遺残 0
239 ビタミンＤ依存性くる病/骨軟化症 0 294 先天性横隔膜ヘルニア 0
240 フェニルケトン尿症 2 295 乳幼児肝巨大血管腫 0
241 高チロシン血症1型 0 296 胆道閉鎖症 8
242 高チロシン血症2型 0 297 アラジール症候群 1
243 高チロシン血症3型 0 298 遺伝性膵炎 0
244 メープルシロップ尿症 0 299 嚢胞性線維症 0
245 プロピオン酸血症 1 300 ＩｇＧ４関連疾患 6
246 メチルマロン酸血症 0 301 黄斑ジストロフィー 1
247 イソ吉草酸血症 0 302 レーベル遺伝性視神経症 0
248 グルコーストランスポーター1欠損症 0 303 アッシャー症候群 0
249 グルタル酸血症1型 0 304 若年発症型両側性感音難聴 0
250 グルタル酸血症2型 1 305 遅発性内リンパ水腫 0
251 尿素サイクル異常症 4 306 好酸球性副鼻腔炎 50
252 リジン尿性蛋白不耐症 1 307 カナバン病 0
253 先天性葉酸吸収不全 0 308 進行性白質脳症 0
254 ポルフィリン症 0 309 進行性ミオクローヌスてんかん 0
255 複合カルボキシラーゼ欠損症 0 310 先天異常症候群 0
256 筋型糖原病 0 311 先天性三尖弁狭窄症 0
257 肝型糖原病 5 312 先天性僧帽弁狭窄症 1
258 ガラクトース－１－リン酸ウリジルトランスフェラーゼ欠損症 0 313 先天性肺静脈狭窄症 0
259 レシチンコレステロールアシルトランスフェラーゼ欠損症 0 314 左肺動脈右肺動脈起始症 1
260 シトステロール血症 0 315 ネイルパテラ症候群（爪膝蓋骨症候群）／ＬＭＸ１Ｂ関連腎症 0
261 タンジール病 0 316 カルニチン回路異常症 1
262 原発性高カイロミクロン血症 0 317 三頭酵素欠損症 0
263 脳腱黄色腫症 0 318 シトリン欠損症  0
264 無βリポタンパク血症 0 319 セピアプテリン還元酵素（ＳＲ）欠損症 0
265 脂肪萎縮症 0 320 先天性グリコシルホスファチジルイノシトール（GPI）欠損症 0
266 家族性地中海熱 4 321 非ケトーシス型高グリシン血症 0
267 高ＩｇＤ症候群 0 322 β―ケトチオラーゼ欠損症   0
268 中條・西村症候群 0 323 芳香族L－アミノ酸脱炭酸酵素欠損症 0
269 化膿性無菌性関節炎・壊疽性膿皮症・アクネ症候群 0 324 メチルグルタコン酸尿症 0
270 慢性再発性多発性骨髄炎 0 325 遺伝性自己炎症疾患 0
271 強直性脊椎炎 6 326 大理石骨病 0
272 進行性骨化性線維異形成症 0 327 特発性血栓症（遺伝性血栓性素因によるものに限る。） 0
273 肋骨異常を伴う先天性側弯症 0 328 前眼部形成異常 0
274 骨形成不全症 0 329 無虹彩症 0

275 タナトフォリック骨異形成症 0 330
先天性気管狭窄症／先天性声門下狭窄症

旧病名（先天性気管狭窄症） 0



4　指定難病についての診療

高度の医療の提供の実績
（様式第2）

疾　　　患　　　名 患者数 疾　　　患　　　名 患者数
331 特発性多中心性キャッスルマン病 2
332 膠様滴状角膜ジストロフィー 0
333 ハッチンソン・ギルフォード症候群 0
334 脳クレアチン欠乏症候群 0
335 ネフロン癆 0
336  家族性低βリポタンパク血症１（ホモ接合体） 0
337 ホモシスチン尿症 1
338 進行性家族性肝内胆汁うっ滞症 0
339 MECP2重複症候群 0
340 線毛機能不全症候群（カルタゲナー症候群を含む。） 0
341 TRPV4異常症 0

（注）　「患者数」欄には、前年度の年間実患者数を記入すること。

疾患数 127
合計患者数（人） 1585



5　届出が受理されている診療報酬制度における施設基準等（基本診療料）

施　設　基　準　の　種　類 施　設　基　準　の　種　類

特定機能病院入院基本料（一般病棟７対１、精神病棟10対１） 感染対策向上加算１

地域歯科診療支援病院歯科初診料 感染対策向上加算１の注５に規定する抗菌薬適正使用体制加算

医療ＤＸ推進体制整備加算 医療安全対策加算１

歯科外来診療医療安全対策加算２ 指導強化加算

歯科外来診療感染対策加算４ 患者サポート体制充実加算

情報通信機器を用いた診療 褥瘡ハイリスク患者ケア加算

特定機能病院入院基本料　一般７：１ ハイリスク妊婦管理加算

特定機能病院入院基本料　精神１０：１ ハイリスク分娩管理加算

入院栄養管理体制加算 地域連携分娩管理加算

救急医療管理加算 術後疼痛管理チーム加算

超急性期脳卒中加算 後発医薬品使用体制加算１

診療録管理体制加算２ バイオ後続品使用体制加算

医師事務作業補助体制加算１（２０：１） データ提出加算２　２００床以上

急性期看護補助体制加算　２５：１（５割以上） 入退院支援加算１

急性期看護補助体制加算　夜間１００対１ 入院時支援加算

急性期看護補助体制加算　夜間看護体制加算 精神科入退院支援加算

急性期看護補助体制加算　看護補助体制充実加算 認知症ケア加算１

看護職員夜間配置加算１（１２：１のイ） せん妄ハイリスク患者ケア加算

療養環境加算 精神疾患診療体制加算

重症者等療養環境特別加算 精神科急性期医師配置加算２のイ

無菌治療室管理加算１ 地域医療体制確保加算

無菌治療室管理加算２ 特定集中治療室管理料２

放射線治療病室管理加算（治療用放射性同位元素による治療の場
合）

小児加算

放射線治療病室管理加算（密封小線源による場合） 早期離床・リハビリテーション加算（※ICU）

緩和ケア診療加算 早期栄養介入管理加算

精神病棟入院時医学管理加算 新生児特定集中治療室管理料１

精神科身体合併症管理加算 新生児治療回復室入院医療管理料

高度の医療の提供の実績

（様式第2）



精神科リエゾンチーム加算 小児入院医療管理料２

摂食障害入院医療管理加算
小児入院医療管理料２の注２に規定する加算（保育士２名以上の場
合）

栄養サポートチーム加算 無菌治療管理加算１

養育支援体制加算



高度の医療の提供の実績

6　届出が受理されている診療報酬制度における施設基準等（特掲診療料）

施　設　基　準　の　種　類 施　設　基　準　の　種　類

外来栄養食事指導料　注3に規定する基準 遺伝カウンセリング加算

心臓ペースメーカー指導管理料の柱5に規定する遠隔モニタリング加
算

遺伝性腫瘍カウンセリング加算

腎代替療法実績加算 心臓カテーテル法による諸検査の血管内視鏡検査加算

重度喘息患者治療管理加算 植込型心電図検査

糖尿病合併症管理料 時間内歩行試験

がん性疼痛緩和指導管理料 シャトルウォーキングテスト

がん患者指導管理料イ 胎児心エコー法

がん患者指導管理料ロ ヘッドアップティルト試験

がん患者指導管理料ハ 人工膵臓検査

がん患者指導管理料ニ 皮下連続式グルコース測定

移植後患者指導管理料（臓器移植後） 長期継続頭蓋内脳波検査

移植後患者指導管理料（造血幹細胞移植後） 脳波検査判断料1

糖尿病透析予防指導管理料 神経学的検査

高度腎機能障害患者指導加算 補聴器適合検査

小児運動器疾患指導管理料 コンタクトレンズ検査料1

婦人科特定疾患治療管理料 小児食物アレルギー負荷検査

腎代替療法指導管理料 内服・点滴誘発試験

一般不妊治療管理料
センチネルリンパ節生検(片側)
※併用法

生殖補助医療管理料１
センチネルリンパ節生検(片側)
※単独法

二次性骨折予防継続管理料１ CT透視下気管支鏡検査加算

下肢創傷処置管理料 経気管支凍結生検法

院内トリアージ実施料 画像診断管理加算1

外来放射線照射診療料 ポジトロン断層撮影

外来腫瘍化学療法診療料1 ポジトロン断層・コンピューター断層複合撮影

連携充実加算 CT撮影

外来腫瘍化学療法診療料　がん薬物療法体制充実加算 血流予備量比コンピューター断層撮影

ニコチン依存症管理料 冠動脈CT撮影加算

（様式第2）



療養・就労両立支援指導料の注3に掲げる相談支援加算 MRI撮影

がん治療連携計画策定料 抗悪性腫瘍剤処方管理加算

肝炎インターフェロン治療計画料 外来化学療法加算1

こころの連携指導料（Ⅱ） 無菌製剤処理料

薬剤管理指導料 心大血管疾患リハビリテーション料(Ⅰ) 

医療機器安全管理料1 脳血管疾患等リハビリテーション料(Ⅰ)

医療機器安全管理料2 運動器リハビリテーション料(Ⅰ)

精神科退院時共同指導料1 呼吸器リハビリテーション料(Ⅰ) 

精神科退院時共同指導料2 がん患者リハビリテーション料

救急搬送診療料　重症者搬送加算 通院・在宅精神療法　児童思春期支援指導加算

在宅植込型補助人工心臓(非拍動流型)指導管理料 通院・在宅精神療法　早期診療体制充実加算

在宅腫瘍治療電場療法指導管理料
通院・在宅精神療法　情報通信機器を用いた通院精神療法の施設基
準

在宅経肛門的自己洗腸指導管理料 精神科作業療法

持続血糖測定器加算（間歇注入シリンジポンプと連動する持続血糖
測定器を用いる場合）

抗精神病特定薬剤治療指導管理料（治療抵抗性統合失調症治療指
導管理料に限る。）

持続血糖測定器加算（間歇注入シリンジポンプと連動しない持続血糖
測定器を用いる場合）

医療保護入院等診療料

遺伝学的検査 静脈圧迫処置（慢性静脈不全に対するもの）

流産検体を用いた絨毛染色体検査 多血小板血漿処置

骨髄微小残存病変量測定 人工腎臓（慢性維持透析を行った場合１）

BRCA1/2遺伝子検査 導入期加算2

がんゲノムプロファイリング検査 透析液水質確保加算

先天性代謝異常症検査 下肢末梢動脈疾患指導管理加算

抗アデノ随伴ウィルス9型（AAV9）抗体 慢性維持透析濾過加算

抗HLA抗体（スクリーニング検査）及び抗HLA抗体（抗体特異性同定
検査）

ストーマ合併症加算

HPV核酸検出及びHPV核酸検出（簡易ジェノタイプ判定） 人工膵臓療法

ウイルス・細菌核酸多項目同時検出（髄液） 磁気による膀胱等刺激法

検体検査管理加算(Ⅳ)  頭頸部悪性腫瘍光線力学療法（歯科）

国際標準検査管理加算 センチネルリンパ節加算

皮膚移植術（死体）

組織拡張器による再建手術（乳房（再建手術）の場合に限る。）
植込型除細動器移植術（経静脈リードを用いるもの）/（皮下植込型
リードを用いるもの）

処理骨再建加算
※四肢・躯幹軟部悪性腫瘍手術

植込型除細動器交換術（その他のもの）

処理骨再建加算
※骨悪性腫瘍手術

両室ペーシング機能付き植込型除細動器移植術（経静脈電極の場
合）



骨移植術（軟骨移植術を含む。）（自家培養軟骨移植術に限る。）
両室ペーシング機能付き植込型除細動器交換術（経静脈電極の場
合）

椎間板内酵素注入療法 経静脈電極抜去術

緊急穿頭血腫除去術 大動脈バルーンパンピング法（IABP法）

脳血栓回収療法連携加算 経皮的循環補助法（ポンプカテーテルを用いたもの）

脳刺激装置植込術 補助人工心臓

脳刺激装置交換術 植込型補助人工心臓(非拍動流型)

癒着性脊髄くも膜炎手術（脊髄くも膜剥離操作を行うもの） 経皮的下肢動脈形成術

脊髄刺激装置植込術 腹腔鏡下リンパ節群郭清術（後腹膜）

脊髄刺激装置交換術 腹腔鏡下リンパ節群郭清術（側方）

仙骨神経刺激装置植込術
※過活動膀胱

内視鏡下胃、十二指腸穿孔瘻孔閉鎖術

仙骨神経刺激装置交換術
※過活動膀胱

内視鏡的逆流防止粘膜切除術

羊膜移植術
腹腔鏡下胃切除術（単純切除術（内視鏡手術用支援機器を用いる場合）），腹
腔鏡下胃切除術（悪性腫瘍手術（内視鏡手術用支援機器を用いるもの））

緑内障手術（流出路再建術（眼内法）及び水晶体再建術併用眼内ド
レーン挿入術）

腹腔鏡下噴門側胃切除術（単純切除術（内視鏡手術用支援機器を用いる場
合）），腹腔鏡下噴門側胃切除術（悪性腫瘍手術（内視鏡手術用支援機器を用
いるもの））

緑内障手術（緑内障治療用インプラント挿入術（プレートのあるもの））
腹腔鏡下胃全摘術（単純全摘術（内視鏡手術用支援機器を用いる場合）），腹
腔鏡下胃全摘術（悪性腫瘍手術（内視鏡手術用支援機器を用いるもの））

緑内障手術（濾過胞再建術（needle法））
胃瘻閉鎖術（内視鏡によるもの）

網膜再建術 バルーン閉塞下逆行性経静脈的塞栓術

植込型骨導補聴器（直接振動型）植込術 腹腔鏡下胆嚢悪性腫瘍手術（胆嚢床切除を伴うもの）

経外耳道的内視鏡下鼓室形成術
胆管悪性腫瘍手術(膵頭十二指腸切除及び肝切除(葉以上)を伴うも
のに限る。)

人工中耳植込術 腹腔鏡下肝切除術（部分切除及び外側区域切除）

人工内耳植込術
腹腔鏡下肝切除術（亜区域切除、1区域切除（外側区域切除を除
く。）、2区域切除及び3区域切除以上のもの）

植込型骨導補聴器移植術 腹腔鏡下膵腫瘍摘出術

植込型骨導補聴器交換術 腹腔鏡下膵体尾部腫瘍切除術

内視鏡下鼻・副鼻腔手術Ⅴ型(拡大副鼻腔手術) 早期悪性腫瘍大腸粘膜下層剥離術

経鼻内視鏡下鼻副鼻腔悪性腫瘍手術（頭蓋底郭清、再建を伴うもの） 内視鏡的小腸ポリープ切除術

鏡視下咽頭悪性腫瘍手術（軟口蓋悪性腫瘍手術含む）
小腸瘻閉鎖術（内視鏡によるもの）

鏡視下咽頭悪性腫瘍手術（軟口蓋悪性腫瘍手術含む）（内視鏡手術
用支援機器を用いる場合）

結腸瘻閉鎖術（内視鏡によるもの）

鏡視下喉頭悪性腫瘍手術 腎腫瘍凝固・焼灼術(冷凍凝固によるもの)

鏡視下喉頭悪性腫瘍手術（内視鏡手術用支援機器を用いる場合） 腹腔鏡下腎悪性腫瘍手術(内視鏡手術用支援機器を用いるもの)

喉頭形成手術（甲状軟骨固定用器具を用いたもの） 腹腔鏡下尿管悪性腫瘍手術（内視鏡手術用支援機器を用いるもの）

頭頸部悪性腫瘍光線力学療法 腎悪性腫瘍ラジオ波焼灼療法

乳腺腫瘍画像ガイド下吸引術（一連につき）（MRIによるもの） 腎（腎盂）腸瘻閉鎖術（内視鏡によるもの）



乳房切除術（遺伝性乳癌卵巣癌症候群患者に対する乳房切除術に
限る。）

腹腔鏡下腎盂形成手術（内視鏡手術用支援機器を用いる場合）

乳がんセンチネルリンパ節加算1 同種死体腎移植術

乳がんセンチネルリンパ節加算2 生体腎移植術

ゲル充填人工乳房を用いた乳房再建術(乳房切除後) 尿管腸瘻閉鎖術（内視鏡によるもの）

胸腔鏡下拡大胸腺摘出術（内視鏡手術用支援機器を用いる場合） 膀胱水圧拡張術

胸腔鏡下縦隔悪性腫瘍手術（内視鏡手術用支援機器を用いる場合） ハンナ型間質性膀胱炎手術（経尿道）

気管支バルブ留置術 腹腔鏡下膀胱悪性腫瘍手術

胸腔鏡下肺切除術（区域切除及び肺葉切除術又は1肺葉を超えるも
のに限る。）（内視鏡手術用支援機器を用いる場合）

腹腔鏡下膀胱悪性腫瘍手術（内視鏡手術用支援機器を用いる場合）

胸腔鏡下肺悪性腫瘍手術（区域切除で内視鏡支援機器を用いる場
合）

膀胱腸瘻閉鎖術（内視鏡によるもの）

胸腔鏡下良性縦隔腫瘍手術（内視鏡手術用支援機器を用いる場合） 尿道狭窄グラフト再建術

胸腔鏡下肺悪性腫瘍手術（区域切除及び肺葉切除又は1肺葉を超え
るもので内視鏡手術用支援機器を用いる場合）

人工尿道括約筋植込・置換術

肺悪性腫瘍及び胸腔内軟部腫瘍ラジオ波焼灼療法 膀胱頸部形成術（膀胱頸部吊上術以外）

食道縫合術（穿孔、損傷）（内視鏡によるもの） 埋没陰茎手術

胸腔鏡下食道悪性腫瘍手術（内視鏡手術用支援機器を用いる場合） 精巣温存手術

縦隔鏡下食道悪性腫瘍手術（内視鏡手術用支援機器を用いる場合） 陰嚢水腫手術

経皮的冠動脈形成術(特殊カテーテルによるもの) 精巣内精子採取術

胸腔鏡下弁形成術 腹腔鏡下前立腺悪性腫瘍手術

経カテーテル弁置換術（経心尖大動脈弁置換術及び経皮的大動脈弁
置換術）

腹腔鏡下前立腺悪性腫瘍手術(内視鏡手術用支援機器を用いるもの)

胸腔鏡下弁置換術 腟腸瘻閉鎖術（内視鏡によるもの）

経皮的僧帽弁クリップ術 腹腔鏡下仙骨腟固定術(内視鏡手術用支援機器を用いる場合）

不整脈手術（左心耳閉鎖術（経カテーテル的手術によるもの）） 腹腔鏡下腟式子宮全摘術（内視鏡手術用支援機器を用いる場合）

経皮的中隔心筋焼灼術 腹腔鏡下子宮悪性腫瘍手術(子宮体がんに限る。)

ペースメーカー移植術
腹腔鏡下子宮悪性腫瘍手術（子宮体がんに対して内視鏡手術用支援
機器を用いる場合）

ペースメーカー移植術（リードレスペースメーカー） 腹腔鏡下子宮瘢痕部修復術

ペースメーカー交換術
子宮附属器腫瘍摘出術（遺伝性乳癌卵巣癌症候群の患者に対して行
うものに限る。）

両心室ペースメーカー移植術（経静脈電極の場合） 胎児胸腔・羊水腔シャント術

両心室ペースメーカー交換術（経静脈電極の場合） 体外式膜型人工肺管理料

輸血管理料Ⅰ 精密触覚機能検査

貯血式自己血輸血管理体制加算 歯科口腔リハビリテーション料2

コーディネート体制充実加算 歯周組織再生誘導手術

自己生体組織接着剤作成術 広範囲顎骨支持型装置埋入手術



自己クリオプレシピテート作製術（用手法） クラウン・ブリッジ維持管理料

同種クレオプレシピナート作製術 歯科技工加算1及び2

人工肛門・人工膀胱造設術前処置加算 看護職員処遇改善評価料61

胃瘻造設時嚥下機能評価加算

医科点数表第2章第10部手術の通則の16に規定する手術

麻酔管理料(Ⅰ)

麻酔管理料(Ⅱ)

放射線治療専任加算

外来放射線治療加算

高エネルギー放射線治療

1回線量増加加算（高エネルギー放射線治療）

強度変調放射線治療(IMRT)

1回線量増加加算（強度変調放射線治療（IMRT））

画像誘導放射線治療加算 (IGRT)

体外照射呼吸性移動対策加算

定位放射線治療

定位放射線治療呼吸性移動対策加算

画像誘導密封小線源治療加算

歯科技工士連携加算1

保険医療機関間の連携におけるデジタル病理画像による術中迅速病
理組織標本作製

デジタル病理画像による病理診断

病理診断管理加算2

悪性腫瘍病理組織標本加算

外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）

歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）

入院ベースアップ評価料59

歯科治療時医療管理料



7　診療報酬の算定方法に先進医療から採り入れられた医療技術

8　病理・臨床検査部門の概要

１．臨床検査部門と病理診断部門は別々である。

２．臨床検査部門と病理診断部門は同一部門にまとめられている。

剖検症例数（例） 19

剖検率（％） 6.1

　 (注）2 　「症例検討会の開催頻度」及び「剖検の状況」欄には、前年度の実績を記入すること。

　・

　・

　・

　・

　・

　・

　・

　・

　・

高度の医療の提供の実績

施　設　基　準　等　の　種　類 施　設　基　準　等　の　種　類

　・ 　・

　・

　・

　・

　・ 　・

　・

　・

　・

　・

　・

　・

　・

　・ 　・

(注) 1　特定機能病院の名称の承認申請の場合には、必ずしも記入しなくともよいこと。
(注) 2　「施設基準等の種類」欄には、特定機能病院の名称の承認申請又は業務報告を行う３年前の４月以降に、診療報酬の算定
方法(平成二○年厚生労働省告示第五九号)に先進医療（当該病院において提供していたものに限る。）から採り入れられた医療技
術について記入すること。

臨床検査及び病理診断を実施する部門の状況

　・

　・

　・

(注）1 　「臨床検査及び病理診断を実施する部門の状況」欄については、選択肢の１・２どちらかを選択する（○で囲む等）こと。

臨床部門が病理診断部門或いは臨床検査部門と開催
した症例検討会の開催頻度

約100回

　・

　・

剖　検　の　状　況

（様式第2）



1  研究費補助等の実績

№ 研 究 課 題 名 研 究 者 氏 名 所  属  部  門 金   額（円）

1

食と肥満による腸内細
菌叢異常と泌尿器癌進
展と治療抵抗性の分子
機構解明と制御

羽渕　友則 泌尿器科 4,290,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

2

睡眠・行動・生理パラ
メータを用いた精神疾
患の臨床転帰予測モ
デルの構築と特徴量分
析

三島　和夫 精神科 4,290,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

3

免疫チェックポイント阻
害薬の治療有効性・抵
抗性の要因評価～宿
主腫瘍HLA環境解析

藤山　信弘
臨床研究支援オ

フィス
520,000

補
委

独立行政法人
日本学術振興会

4

頭頸部癌CD98hc陽性
GPNMB陽性細胞は転
移能をもつ癌幹細胞で
ある。

川嵜　洋平 耳鼻咽喉科 910,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

5
高接着強度水中接着
剤を応用した消化管吻
合用シートの開発

佐藤　雄亮 第二外科 1,690,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

6

高精度で迅速なAI病
理診断システムの社会
実装に向けた多施設共
同研究

寺田　かおり 第二外科 1,300,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

7

数理的血管分岐パター
ン分類と血管走行標準
化による動脈瘤発生予
測モデルの確立

森　菜緒子 放射線科 520,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

8

原発性胆汁性胆管炎B
細胞除去マウスにおけ
るMUSE細胞移植併用
組織修復促進の検討

守時　由起 中央検査部 780,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

9

ヒト食道・胃接合部で限
局的に発生する一酸化
窒素のバレット腺癌進
展に及ぼす影響

飯島　克則 消化器内科 910,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

10

心不全-悪性腫瘍クロ
ストークにおける
Apelin-APJシステムの
意義の解明

佐藤　輝紀 循環器内科 1,300,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

11
内在性uPA発現を誘導
する低分子型血栓溶解
剤の探索と評価

小泉　幸央 老年科 1,300,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

12

PD-1発現細胞運命系
譜腫瘍モデル解析に
基づく新規免疫療法の
開発

今井　一博 第二外科 1,170,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

13

核酸アナログ投与後に
発生するB型肝癌のゲ
ノム解析－機序解明と
臨床応用

有田　淳一 消化器外科 1,300,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

高度の医療技術の開発及び評価を行う能力を有することを証する書類

補助元又は委託元

（様式第3）



14
局所慢性脳低灌流モ
デルの開発と血行再建
後過灌流機序の解明

清水　宏明 脳神経外科 1,300,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

15

腸内細菌叢変化を介し
たT細胞を中心とした前
立腺癌抗腫瘍免疫環
境制御

成田　伸太郎 泌尿器科 1,170,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

16

がん微小環境特異的コ
ンディショナルゲノム編
集による新規がん免疫
療法の樹立

牧野　健一 産科婦人科 1,560,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

17

白金製剤による未成熟
卵子の成熟・分裂能へ
の影響とDNA２本鎖架
橋の修復機能の解明

佐藤　敏治 産科婦人科 1,560,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

18

卵子凍結・着床前胚発
育を考慮した妊孕性温
存時の体外成熟培養
過程の最適化を目指し
て

白澤　弘光 産科婦人科 910,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

19

甲状腺がんにおける予
後予測マーカーと新規
治療開発のための
GPNMBの検討

鈴木　仁美 耳鼻咽喉科 1,170,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

20

超音波とスマートフォン
アプリによるアスリートの
革新的メディカルチェッ
ク法の確立

木島　泰明 整形外科 1,560,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

21
遠隔超音波検査システ
ムの確立と遠隔超音波
操作ロボットの開発

佐藤　和奏 循環器内科 520,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

22

老化細胞除去による高
齢マウスの効果的なフ
レイル改善方法に関す
る検討

大田　秀隆
高齢者医療先端

研究センター
1,950,000

補
委

独立行政法人
日本学術振興会

23

生体指標のマルチモー
ダルサンプリングに基
づくうつ病再発予測モ
デルの開発

竹島　正浩 精神科 1,560,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

24
腸管上皮細胞における
ミトコンドリアを介する新
たな機能経路の探索

下平　陽介 消化器内科 1,170,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

25

末梢組織灌流から心不
全を診る；微小循環イ
メージングを用いた新
規組織灌流指標の創
出

渡邊　博之 循環器内科 1,300,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

26

オートファジーに注目し
た色素異常症の病態
理解と新規遺伝性色素
異常症の確立

河野　通浩 皮膚科 1,300,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

27

術後認知機能障害に
おける睡眠障害の影響
と神経炎症を標的とし
た予防・治療法の探求

木村　哲 医療安全管理部 1,170,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

28

脳動脈瘤コイル塞栓術
後の内皮形成促進：
Muse細胞による新しい
治療アプローチ

高橋　佑介 脳神経外科 1,560,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

29

アレルギー性鼻炎患者
における活性化2型自
然リンパ球細胞死の影
響に関する研究

山田　俊樹 耳鼻咽喉科 1,170,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会



30

口腔機能分析と唾液メ
タボローム解析による
新規がんスクリーニング
法の開発

高野　裕史 歯科口腔外科 1,170,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

31

精神的健康維持と自殺
リスク低減に向けた孤
独感へのコーピング評
価ツールの開発

岩澤　敦史
自殺予防総合研

究センター
390,000

補
委

独立行政法人
日本学術振興会

32

渡航学生の潜在的健
康リスクを低減するため
の渡航前教育への分
子疫学エビデンスの活
用

嵯峨　知生 感染制御部 1,690,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

33

生殖細胞の凍結保存と
代理親への移植による
両生類遺伝資源保全
方法の開発

関　信輔
バイオサイエンス
教育・研究サポー

トセンター
1,300,000

補
委

独立行政法人
日本学術振興会

34
テクスチャ解析と分子
解析に基づく、glioma
の病理診断法の刷新

小野　隆裕  脳神経外科 2,080,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

35

腸内細菌叢変化による
Toll-like receptorを介
した食道癌新規放射線
感受性制御

脇田　晃行 第二外科 1,430,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

36

慢性呼吸器疾患にお
ける細胞老化のエンド
タイプ解析に関する研
究

中山　勝敏 呼吸器内科 1,430,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

37
好酸球細胞外トラップ
の腎尿細管間質障害メ
カニズムの探索

齋藤　雅也 第三内科 1,690,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

38

TKI抵抗性CMLに対す
るエキソーム解析と
FRET解析の統合によ
る個別化治療の可能性

高橋　直人 第三内科 1,430,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

39

ハイリスク多発性骨髄
腫における抗CD38抗
体への治療抵抗性機
序解明

北舘　明宏 第三内科 1,560,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

40
気道内腔病変に着目し
た難治性上下気道疾
患の病態解明

植木　重治 総合診療部 1,170,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

41
癌腫多発転移に対する
アクリジンオレンジ血管
内投与の効果の検討

土江　博幸 整形外科 1,560,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

42
移植腎における進行型
3次リンパ組織と腸内細
菌叢との関連性

齋藤　満 泌尿器科 780,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

43
両側腎細胞癌に対する
ゲノム解析

沼倉　一幸 泌尿器科 2,080,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

44

ヒト第一体細胞分裂に
おけるミトコンドリアの局
在および機能変化と染
色体分離

熊澤　由紀代 産科婦人科 2,470,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

45
網膜疾患に対して眼血
流動態はいつからどの
ように関与するのか

岩瀬　剛 眼科 2,210,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会



46

民生委員を対象にした
短縮版ゲートキーパー
養成プログラムの開発
及び効果検証

宮本　翔平
自殺予防総合研

究センター
2,210,000

補
委

独立行政法人
日本学術振興会

47
脳梗塞リハビリテーショ
ンの最適化に向けたマ
ルチオミックス解析

南條　博 病理部 1,300,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

48
寛骨臼形成不全の機
能解析と就学期進行予
防の研究

畠山　和利
リハビリテーション

部
1,300,000

補
委

独立行政法人
日本学術振興会

49

NFIAによる糖脂質エネ
ルギー代謝制御の統
合的理解と肥満症の治
療戦略

脇　裕典 老年科 1,820,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

50
新規クルクミン誘導体
の血管新生阻害活性
の研究

島津　和弘 腫瘍内科 650,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

51

Dual-energy CTを用い
た有痛性骨転移に対
する新規緩和照射手法
の確立

和田　優貴 放射線科 1,170,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

52

血栓回収療法をター
ゲットとするSMTP-44D
を用いた新規脳保護療
法の開発

阿部　考貢 脳神経外科 1,300,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

53
NETosisを介した歯性
感染症の病態解明と新
規治療戦略の開発

今野　泰典 歯科口腔外科 910,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

54
新しい心不全治療戦略
として下腿浴の効果及
び運動療法との融合

高橋　裕介
リハビリテーション

部
1,040,000

補
委

独立行政法人
日本学術振興会

55

バイオメカニクスに基づ
いた創外固定術後患
者の客観的な歩行解
析および装具の適合判
定

渡邉　基起
リハビリテーション

部
910,000

補
委

独立行政法人
日本学術振興会

56
糖尿病腎症におけるセ
グメント細菌を介した腸
腎連関の検討

加藤　俊祐
総合臨床教育研

修センター
1,560,000

補
委

独立行政法人
日本学術振興会

57
多倍体胚を用いたマウ
ス胎盤発育における雌
雄ゲノムの働きの解明

山崎　渉
バイオサイエンス
教育・研究サポー

トセンター
910,000

補
委

独立行政法人
日本学術振興会

58

微少残存病変のゆらぎ
（Fluctuate）に着目した
免疫学的な寛解維持
機構の解明

藤岡　優樹 中央検査部 1,430,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

59

生体センシングデバイ
スを活用した縦断的
データによる双極性障
害再発予測モデルの
開発

吉沢　和久 精神科 1,430,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

60

若年アトピーや掻痒性
疾患との多角的比較に
よる高齢アトピー性皮
膚炎の診断法の確立

野口　奈津子 皮膚科 910,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

61

HMGB1とcalmodulinを
介したヒドロキシクロロ
キンの新たな抗リウマチ
作用の検討

阿部　史人 第三内科 2,340,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会



62

食道扁平上皮癌にお
けるエピトランスクリプ
トーム制御によるリンパ
節転移治療法の開発

長岐　雄志 第二外科 1,430,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

63

低侵襲ライブセルイ
メージングによるマウス
第一体卵割の染色体と
細胞骨格の動態観察

岩澤　卓也 産科婦人科 1,560,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

64

鉄欠乏と妊娠貧血・妊
娠高血圧症候群との関
連を解明する周産期縦
断的・母児横断的研究

藤嶋　明子 産科婦人科 1,430,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

65

食道癌術後患者の健
康関連QOL向上を目
指した呼吸サルコペニ
アに対するアプローチ

大倉　和貴
リハビリテーション

部
910,000

補
委

独立行政法人
日本学術振興会

66

急性大動脈解離にお
ける術後骨格筋電気刺
激療法による早期離床
のエビデンス構築

桐生　健太郎 心臓血管外科 260,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

67

脊髄損傷者における機
能的電気刺激とリハビリ
テーションロボット併用
訓練の効果検証

木村　竜太 整形外科 1,040,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

68

造血器腫瘍患者に対
する臥床状態で行う神
経筋電気刺激療法の
有用性の検討

山下　鷹也 第三内科 390,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

69

腸管ホルモンGIPは間
葉系前駆細胞の脂肪
分化を制御してサルコ
ペニア肥満に関与する
か

高橋　侑也 老年科 1,430,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

70

精神疾患患者における
小型脳波計および機械
学習を用いた睡眠脳波
自動解析の精度向上

小笠原　正弥 精神科 2,860,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

71

超高分解能超音波と
Dual-energy CTによる
腸管虚血ペナンブライ
メージング技術の開発

松田　雅純 放射線科 3,380,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

72

脳動脈瘤の検出と発生
予測を行うスクリーニン
グアプリケーションの開
発

今野　素子 放射線科 2,340,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

73

リピドミクスによる酸性ス
フィンゴミエリナーゼ欠
損症神経症状の新規
病態解明

加藤　明英 小児科 2,080,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

74

深層学習を活用した心
臓MRI native T1
mappingは慢性腎臓病
の心血管予後予測に
有用か

岩川　英弘 第二内科 2,340,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

75

レオカーナの効果判定
に対するSuperb
Micro-vascular Imaging
の有効性に関する検証

加藤　宗 第二内科 1,170,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

76
NFIAの内分泌代謝作
用の新展開～副腎に
おける役割

佐藤　雄大 老年科 1,430,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

77
短時間脳虚血によるシ
ナプス機能低下の解明
と治療応用

工藤　絵里奈 脳神経外科 1,560,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会



78
裂孔原性網膜剥離の
網膜下液の解析による
新しい治療戦略の開発

佐藤　真理子 眼科 2,470,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

79
呼吸サルコペニアが肺
癌周術期に与える影響
の検討

栗山　章司 第二外科 1,300,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

80
Toll様受容体は糖尿病
性腎臓病の新規治療
標的になり得るか

齋藤　綾乃 第三内科 2,080,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

81
起床困難の背景にある覚醒障
害の臨床特性の解明と鑑別診
断フローの開発

伊藤　結生 精神科 1,430,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

82

去勢抵抗性前立腺癌
進展における加齢およ
び腸内細菌の骨免疫
微小環境への影響

佐藤　博美 泌尿器科 1,430,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

83
日本人高齢者に対する
Kinematic Alignment法
の有用性と課題の解明

赤川　学 整形外科 1,300,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

84

難治性副鼻腔炎の病
態解明と臨床応用に関
する鼻粘液メタロミクス
解析

宮部　結 総合診療部 1,690,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

85
腎癌に対する免疫
チェックポイント阻害薬
抵抗性の克服

嘉島　相輝 泌尿器科 1,820,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

86
肝予備能を活用した
EGFR-TKIによる副作
用回避の検討

横田　隼人 薬剤部 430,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

87

ニロチニブの血中濃度
変動に影響する要因と
して日常診療で着目す
べきポイントの探索

鐙屋　舞子 薬剤部 470,000
補
委

独立行政法人
日本学術振興会

88

睡眠ポリグラフデータバ
ンクの拡充およびこれ
を活用した睡眠障害・
精神神経疾患の病態
解明と生理学的診断
マーカー・治療法開発

竹島　正浩 精神科 530,000
補
委

国立精神・神経医
療研究センター

89

未診断疾患イニシアチ
ブ（IRUD）：希少未診断
疾患に対する診断プロ
グラムの開発に関する
研究

髙橋　勉 小児科 10,400,000
補
委

国立研究開発法人
国立精神・神経医
療研究センター
（AMED)

90
個別リスクに基づく適切
な胃がん検診提供体制
構築に関する研究

飯島　克則 第一内科 130,000
補
委

公益財団法人宮城
県対がん協会
（AMED）

91
呼吸器疾患診療体制
確保事業業務委託

呼吸器内科 13,361,000
補
委

秋田県

92
秋田県先天性代謝異
常等検査事業

髙橋　勉 小児科 122,223
補
委

秋田県

93
秋田県不妊専門相談
センター事業

寺田　幸弘 産科婦人科 2,772,000
補
委

秋田県



94

電子カルテ情報活用型
多施設症例データベー
スを利用した糖尿病に
関する臨床情報収集に
関する研究（J-
DREAMS）

脇　裕典 老年科 300,000
補
委

国立研究開発法人
国立国際医療研究
センター

95
令和6年度災害医療従
事者育成研修事業

奥山　学
高度救命救急セ

ンター
3,545,000

補
委

秋田県

96

ＰＥＥＣコース（自殺未
遂による救急患者の心
のケアを図るための対
応訓練）

中永　士師明
高度救命救急セ

ンター
453,470

補
委

秋田県知事

97

睡眠ポリグラフデータバ
ンクの拡充およびこれ
を活用した睡眠障害・
精神神経疾患の病態
解明と生理学的診断
マーカー・治療法開発

竹島　正浩 精神科 530,000
補
委

国立精神・神経医
療研究センター

98
個別リスクに基づく適切
な胃がん検診提供体制
構築に関する研究

飯島　克則 第一内科 130,000
補
委

公益財団法人宮城
県対がん協会
（AMED）

99

令和５年度慢性疼痛診
療システム均てん化等
事業秋田県地域にお
ける講演会開催・運営
ほか慢性疼痛に係る啓
発・教育活動及び地域
連携推進業務

新山　幸俊 麻酔科 1,000,000
補
委

公立大学法人福島
県立医科大学

100

High volume転移を認
める前立腺癌患者に対
する局所放射線治療を
併用する標準治療の確
立と治療効果予測マー
カーの開発

成田　伸太郎 泌尿器科 1,898,000
補
委

国立大学法人宮崎
大学（AMED)

101

乳児期早期発症のアト
ピー性皮膚炎を追跡し
アレルギーマーチへの
影響を探索する前向き
コホート研究（PACI-
ON コホート）

河野　通浩 皮膚科 650,000
補
委

公立大学法人名古
屋市立大学
（AMED)

102

未診断疾患イニシアチ
ブ（IRUD）：希少・未診
断疾患に対する診断プ
ログラム基盤の開発と
患者還元を推進する研
究

髙橋　勉 小児科 7,800,000
補
委

国立研究開発法人
国立精神・神経医
療研究センター
（AMED)

103

真菌関連アレルギー性
気道疾患における真菌
生態・宿主応答機序の
解明と発症・増悪・重症
化予防法の開発

植木　重治 総合診療部
650,000
845,000

補
委

学校法人東海大学
（AMED)

104
小児の効果的で安全な
補聴器装用に関する研
究

椎名　和弘 耳鼻咽喉科 390,000
補
委

国立大学法人九州
大学（AMED)

105

統合失調症の認知機
能障害の新規スクリー
ニング質問票に関する
調査研究

竹島　正浩 精神科 2,502,500
補
委

国立研究開発法人
国立精神・神経医
療研究センター

106

マイレジストリの縦断
データを活用した新規
治療法開発と薬事承認
の実現

三島　和夫 精神科 7,800,000
補
委

国立研究開発法人
国立精神・神経医
療研究センター
（AMED）

107

生物学的製剤を使用し
た若年成人・小児ぜん
息患者の長期予後改
善と生産性向上に関す
る調査研究

植木　重治 総合診療部 2,750,000
補
委

独立行政法人国立
病院機構三重病院



108
Secretoneurinのヒト好
酸球のEEtosisに対す
る影響

植木　重治 総合診療部 130,000
補
委

国立大学法人千葉
大学

109

薬物療法により臨床的
完全奏効が得られた
HER2陽性原発乳癌に
対する非切除療法の有
効性に関する単群検証
的試験

寺田　かおり 第二外科 650,000
補
委

群馬県立がんセン
ター

110

HLA遺伝子多型による
進行性腎癌に対するニ
ボルマブ治療の有効性
予測法の開発

藤山　信弘
臨床研究支援オ

フィス
716,100

補
委

国立大学法人九州
大学

111
総合的な診療能力を持
つ医師養成支援事業
業務委託

植木　重治
総合診療医セン

ター
3,020,556
2,711,073

補
委

秋田県

112

非浸潤性乳管癌
（DCIS）に対する有効
かつ安全な患者QOL
の向上をめざした手術
省略による新たな標準
治療開発のための多施
設共同臨床試験

寺田　かおり 第二外科 260,000
補
委

新潟県立がんセン
ター新潟病院
（AMED)

113
 三次リンパ組織を標的
とした腎臓病治療法お
よび診断法の開発

齋藤　満 血液浄化療法部 3,900,000
補
委

国立大学法人京都
大学（AMED）

114

薬物療法により臨床的
完全奏効が得られた
HER2陽性原発乳癌に
対する非切除療法の有
効性に関する単群検証
的試験

寺田　かおり 第二外科 260,000
補
委

群馬県立がんセン
ター（AMED）

　合計１１４件

(注) 1

2

3 　「補助元又は委託元」欄は、補助の場合は「補」に、委託の場合は「委」に、○印をつけた上
で、補助元又は委託元を記入すること。

　国、地方公共団体又は公益法人から補助金の交付又は委託を受け、当該医療機関に所属す
る医師等が申 請の前年度に行った研究のうち、高度の医療技術の開発及び評価に資するもの
と判断される主なものを記入すること。

　「研究者氏名」欄は、1つの研究について研究者が複数いる場合には、主たる研究者の氏名を
記入すること。



高度の医療技術の開発及び評価を行う能力を有することを証する書類

2　論文発表等の実績

(1)高度の医療技術の開発及び評価を行うことの評価対象となる論文

番号 発表者氏名
筆頭著者の
特定機能病院における所
属

題名
雑誌名・
出版年月等

論文種別

1
Hochhaus A, Wang J,
Kim DW, et al

血液内科 Asciminib in Newly Diagnosed Chronic Myeloid Leukemia.
N Engl J Med. 2024 Sep
12;391(10):885-898.

Original Article

2
Sato Y, Yamaya A,
Sonoda K, et al

食道外科
Poly(I:C) signaling induces robust CXCL10 production and
apoptosis in human esophageal squamous cell carcinoma cells.

Hum Cell. 2025 Mar 3;38(3):63. (オンラ
イン)

Original Article

3
Sasaki Y, Sato Y,
Nomura K, et al

食道外科
Peptidoglycan induces CXCL10 production and inhibits esophageal
squamous cell carcinoma proliferation.

Am J Cancer Res. 2024 Dec
15;14(12):5874-5884. (オンライン)

Original Article

4
Sasamori R, Sato Y,
Nomura K, et al

食道外科
Lipopolysaccharide induces CCL2 through TLR4 signaling and
promotes esophageal squamous cell carcinoma cell proliferation.

Am J Cancer Res. 2024 Jul
15;14(7):3497-3512. (オンライン)

Original Article

5
Takahashi Y, Okura K,
Suto A

リハビリテーション科
Novel wireless laser doppler flowmeter-based investigation of
earlobe vascular dynamics in cardiopulmonary exercise testing.

J Phys Ther Sci. 2024 Apr;36(4):202-
207.

Original Article

6
Takahashi Y,
Miyamoto D, Hasegawa
K, et al

リハビリテーション科
Use of Lower-Leg Bathing to Facilitate Exercise Therapy in a
Patient With Severe Pulmonary Arterial Hypertension: A Case
Report.

Cureus. 2024 Oct 30;16(10):e72732. (オ
ンライン)

Case Report

7
Hasegawa K, Wakasa
M, Okura K, et al

リハビリテーション科
Influence of Change in Echo Intensity of the Pretalar Fat Pad in
Young Individuals With Chronic Ankle Instability.

Cureus. 2024 Nov 6;16(11):e73114. (オ
ンライン)

Original Article

8
Sakamoto R, Okura K,
Nagaki Y, et al

リハビリテーション科
Prevention of Sarcopenia and Maintenance of Exercise Tolerance
by Individualized Prehabilitation in a Patient With Esophageal
Cancer During Preoperative Adjuvant Therapy: A Case Report.

Cureus. 2024 Jul 16;16(7):e64633. (オン
ライン)

Case Report

9
Takahashi Y, Okura K,
Sakamoto R, et al

リハビリテーション科
Preoperative physiotherapy for improving the reserve capacity in a
patient with esophageal cancer and frailty: A case report.

Physiother Res Int. 2024
Oct;29(4):e2138.

Case Report

10
Satoh K, Wada T,
Tampo A, et al

高度救命救急センター
Practical approach to thrombocytopenia in patients with sepsis: a
narrative review.

Thromb J. 2024 Jul 22;22(1):67. (オンラ
イン)

Original Article

11
Okura K, Nonoyama
T, Shibuya M, et al

リハビリテーション部
Effectiveness of neuromuscular electrical stimulation in patients
with acute exacerbation of chronic obstructive pulmonary disease:
A systematic review and meta-analysis.

Physiother Res Int. 2024
Apr;29(2):e2076.

Original Article

12
Miyauchi T, Narita S,
Saiki Y, et al

病理部
Association between NLRP3 Inflammasome and Tumor-Node-
Metastasis Staging in Prostate Cancer: Immunohistochemical
Studies of Prostate Needle Biopsy and Radical Prostatectomy

Tohoku J Exp Med. 2025 Feb
7;264(4):203-213.

Original Article

13
Yokota H, Sato K,
Sakamoto S, et al

薬剤部
Influence of interleukin-6 on the pharmacokinetics and
pharmacodynamics of osimertinib in patients with non-small cell
lung cancer.

Cancer Chemother Pharmacol. 2025
Mar 29;95(1):49. (オンライン)

Original Article

14
Yokota H, Akamine Y,
Hatakeyama H, et al

薬剤部
Effect of isavuconazole on the concentration of tacrolimus in a
patient with genotype CYP3A5*1/*3: a case report.

J Pharm Health Care Sci. 2025 Mar
13;11(1):20. (オンライン)

Original Article

15
Yokota H, Akamine Y,
Kobayashi M, et al

薬剤部
Naldemedine-induced perforation of a diverticulum in the sigmoid
colon of a patient with opioid-related constipation: a case report.

J Pharm Health Care Sci. 2024 Aug
15;10(1):50. (オンライン)

Original Article

16
Fujita K, Nagahama M,
Suzuki A, et al

薬剤部
Predictive factors for first dose reduction and interruption of
lenvatinib after beginning of the standard dose in Japanese patients
with thyroid cancer.

Cancer Chemother Pharmacol. 2024
Dec 19;95(1):8. (オンライン)

Original Article

17
Abumiya M, Saito A,
Fujioka Y, et al

薬剤部
Stopping bosutinib reverses bosutinib-induced elevation of serum
creatinine in patients with chronic myeloid leukemia.

Int J Hematol. 2025 Feb 25. Original Article

18
Fujita K, Akamine Y,
Igarashi H, et al

薬剤部
Association of the modified Glasgow prognostic score and
prognostic nutritional index with duration of oral anamorelin
administration in patients with cancer cachexia: a retrospective

Jpn J Clin Oncol. 2024 Nov
2;54(11):1165-1170.

Original Article

19
Yokota H, Asahi R,
Akamine Y, et al

薬剤部
Case report of QT interval prolongation induced by anamorelin in
an obese patient with non-small cell lung cancer.

J Pharm Health Care Sci. 2024 Jun
26;10(1):33. (オンライン)

Original Article

20
Fujita K, Suzuki A,
Nagahama M, et al

薬剤部
Effects of the Japanese Kampo Medicines Rikkunshito,
Shakuyakukanzoto and Goreisan on Lenvatinib Plasma
Concentrations in Japanese Patients with Thyroid Cancer.

Drugs Real World Outcomes. 2025
Mar;12(1):153-160.

Original Article

21
Sasaki K, Fujita H,
Sato T, et al

糖尿病・内分泌内科
GLP-1 receptor signaling restores aquaporin 4 subcellular
polarization in reactive astrocytes and promotes amyloid I2
clearance in a mouse model of Alzheimer's disease.

Biochem Biophys Res Commun. 2024
Dec 31;741:151016.

Original Article

22
Kodama S, Tomiki M,
Sato K, et al

麻酔科
Clinical Case Report: Neonatal Mesenteric Traction Syndrome
During Surgery for Congenital Duodenal Stenosis.

Cureus. 2024 Jul 6;16(7):e63994. (オン
ライン)

Case Report

23
Saga T, Sato K,
Niiyama Y

麻酔科
Complete Endotracheal Tube Obstruction Due to Highly Viscous
Secretions Immediately After Tracheal Intubation: A Case Report.

Cureus. 2025 Feb 3;17(2):e78463. (オン
ライン)

Case Report

24
Mori N, Li L, Matsuda
M, et al

放射線診断科
Prospects of perfusion contrast-enhanced ultrasound (CE-US) in
diagnosing axillary lymph node metastases in breast cancer: a
comparison with lymphatic CE-US.

J Med Ultrason (2001). 2024
Oct;51(4):587-597.

Original Article

（様式第3）



25
Hatakeyama K,
Tozawa T, Noguchi A,
et al

放射線診断科
Long-term follow-up and transcatheter embolization of
extrahepatic congenital portosystemic shunt with shifting
hemodynamics.

J Clin Imaging Sci. 2025 Feb 18;15:9.
(オンライン)

Case Report

26
Mori N, Murata T,
Matsuda M

放射線診断科
Ultrafast dynamic contrast-enhanced magnetic resonance imaging
in distinguishing benign from malignant nonmass enhancement and
excluding lesions that do not require treatment.

Br J Radiol. 2024 Sep 1;97(1161):1588-
1589.

Original Article

27
Otani T, Yoshida H,
Sugawara D, et al

放射線診断科
Prone position magnetic resonance imaging for the mandibular
bone: enhancing image quality to perform texture analysis for
medication-related osteonecrosis of the jaw and carcinoma of the

Oral Radiol. 2024 Jul;40(3):468-469. Letter

28
Hatakeyama K,
Tozawa T, Wada Y, et
al

放射線診断科
Tumor diameter and enhancing capsule, as well as previous
interventional treatments, as potential predictors of vascular lake
phenomenon in hepatocellular carcinoma patients treated with

J Clin Imaging Sci. 2024 Aug 10;14:29.
(オンライン)

Original Article

29 Mori N, Mugikura S 放射線診断科
Ai-based algorithm for measurement of the thoracic aortic
diameter in low-dose chest CT: Prospects from cross-sectional to
longitudinal assessment.

Eur J Radiol. 2024 Oct;179:111660. Letter

30
Ogawa A, Wada Y,
Iijima K, et al

放射線診断科
Interruption during drug-eluting beads transarterial
chemoembolization procedure by presumed allergic shock requires
careful follow-up on the development of vascular lake phenomenon.

J Clin Imaging Sci. 2024 Jul 31;14:27.
(オンライン)

Case Report

31
Murasawa E, Noto M,
Otani T, et al

放射線診断科
Prolonged subcutaneous swelling after head trauma: A rare but
serious case of angiosarcoma of the scalp that should be known by
dermatologists as well as by elderly-healthcare professionals.

Geriatr Gerontol Int. 2025
Jan;25(1):123-124.

Letter

32
Wada Y, Kumagai S,
Takagi N, et al

放射線診断科
Definitive-dose adjuvant radiotherapy following endoscopic
submucosal dissection for superficial esophageal cancer.

J Gastroenterol. 2025 Jan;60(1):32-42. Original Article

33 Wada Y, Mori N 放射線診断科 In Regard to Hirose and Sato.
Int J Radiat Oncol Biol Phys. 2024 Nov
1;120(3):915.

Letter

34
Kogo J, Yoneda K,
Iwase T

眼科
Novel technique for macular hole-associated retinal detachment
with inverted internal limiting membrane flap technique under
perfluorocarbon liquid.

Retina. 2025 Mar 11. Original Article

35
Komatsu M, Takeshima
M, Yoshizawa K, et al

精神科
Association between polypharmacy and the long-term prescription
of hypnotics in Japan: a retrospective cross-sectional study.
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(様式第 3) 

高度の医療技術の開発及び評価を行う能力を有することを証する書類 

 

3 高度の医療技術の開発及び評価の実施体制 

(1)倫理審査委員会の開催状況 

① 倫理審査委員会の設置状況 有・無 

② 倫理審査委員会の手順書の整備状況 有・無 

・ 手順書の主な内容 

   別添のとおり 

③ 倫理審査委員会の開催状況 年26回 

（注） 1 倫理審査委員会については、「臨床研究に関する倫理指針」に定める構成である場合に

「有」に○印を付けること。 

 2  前年度の実績を記載すること。 

 

 

(2)利益相反を管理するための措置 

① 利益相反を審査し、適当な管理措置について検討するための委員

会の設置状況 

有・無 

② 利益相反の管理に関する規定の整備状況 有・無 

・ 規定の主な内容 

   別添のとおり 

③ 利益相反を審査し、適当な管理措置について検討するための委員

会の開催状況 

年12回 

(注）前年度の実績を記載すること。 

 

(3)臨床研究の倫理に関する講習等の実施 

① 臨床研究の倫理に関する講習等の実施状況 年2回 

 ・研修の主な内容 

   ・電子カルテ医療情報クラウド化による研究推進事業 

・電子カルテ医療情報クラウド化による研究推進事業ユーザー向け研修会 

(注）前年度の実績を記載すること。 
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はじめに 

1. 目的 

本手順書は、秋田大学大学院医学系研究科・医学部倫理委員会規程（以下、「規程」。）第 18

条第１項に基づき、研究責任者が、研究の実施の適否について、秋田大学大学院医学系研究科・

医学部倫理委員会（以下、「委員会」。）の意見を聴く場合の申請手順及び本学以外の委員会で

中央一括審査を受ける場合の申請手順をご案内するものです。 

 

2. 問い合わせ先 

 本手順書についてのお問い合わせは、以下までお願いいたします。また、申請に必要な様式

等は委員会ホームページに掲載されていますので、必ずご参照ください。 

 

【本学委員会への申請に関して】 

秋田大学大学院医学系研究科・医学部 総務課研究協力室(倫理委員会事務局) 

℡：018-884-6461,6028  E-mail：soken@hos.akita-u.ac.jp 

【中央一括審査に関して】 

秋田大学大学院医学系研究科・医学部 総務課研究協力室(倫理委員会事務局) 

℡：018-884-6210  E-mail： soken@hos.akita-u.ac.jp 
【委員会ホームページ】※学内限定ホームページ 

http://intra.med.akita-u.ac.jp/Yosiki/rinri-index3.html 

 

3. 委員会開催日程 

委員会には、通常審査（倫理委員会）と迅速審査（医学系研究審査委員会、保健学研究審査

委員会、看護部研究審査委員会）があります。倫理委員会は６月、９月、１２月、３月の第４

回曜日（年４回）に開催されます。医学系研究審査委員会は、奇数月の第４火曜日（年６回）

に開催されます。保健学研究審査委員会は、奇数月の第４火曜日（年４回）に開催されます。

詳細な日程については、委員会ホームページ（学内限定）を参照してください。迅速審査の中

でも、書面審査は原則として、「毎月１回」開催しています。 

申請書類等の事務局への提出期限は、「毎月２０日１７時」（２０日が休日の場合は、その直

前の平日）です。ただし、締切日当日にいただいた場合、その後の事務局確認や事前審査に支

障を来す場合もございますので、可能な限り、「締切日１週間前」のご提出にご協力をお願い

いたします。 

委員長及び臨床研究支援センター教員の事前審査により、審査方法（どの委員会で審査する

か）が決定します。例えば４月２０日までに申請いただいた場合、迅速審査で良いと決定され
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れば５月の委員会での審議となりますが、事前審査の結果によっては、６月以降に審査が行わ

れる場合もあります。事前審査の結果によっては最長３カ月先の委員会での審査となる場合も

あるため、研究を開始したい日が決まっている場合は、早めに申請するようご留意ください。

（９．審査を参照） 

 

 

 

本学委員会の意見を聴く場合 

 

4. 申請手順の概要（本学委員会の意見を聴く場合） 

 申請手順及び申請後から研究終了までの概要は以下となります（本学委員会の意見を聴く場

合）。 

00.研究計画の立案 

 

  

01.事前準備 

 

02.申請書類の作成 

  

03.申請  

 

04.審査  

 

05.審査結果通知 



秋田大学大学院医学系研究科・医学部倫理委員会 倫理審査申請手順書 

- 3 - 
 

 

06.研究実施許可申請・承認  

 

07.研究の実施 

 

 08.進捗状況報告  

 

09.変更申請（発生した場合） 

 

10.有害事象等報告（発生した場合） 

 

11.研究の終了/中止  

 

5. 研究計画の立案 

「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針」（以下、「指針」。）を充分に理解し

ていることを前提として、研究計画を立案していただきます。指針本文や指針の内容を解説し

たガイダンス等は委員会ホームページ（２．参照）に掲載していますので、必ずご確認くださ

い。なお、学外の方は研究責任者になることはできません。研究責任者は、本学で雇用関係の

ある職員（＋院生）となります。 

 

6. 事前準備 

①利益相反（COI）の自己申告 

・研究責任者および研究分担者は、当該研究等に関わる利益相反(COI)の自己申告を行う必要
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があります。その後、「国立大学法人秋田大学人を対象とする生命科学・医学系研究利益相反

マネジメント委員会」の事前承認を経て、研究開始可能となります。 

・研究責任者は、以下ホームページに掲載された「利益相反自己申告書（詳細）・（概略）」を、

７．の申請書類と併せて、提出してください（要自署・要原本）。その際、必ず研究分担者の

申告書も取りまとめて提出してください。 

http://intra.med.akita-u.ac.jp/Yosiki/rieki.html 

 

②研究倫理教育の受講 

・研究責任者および研究分担者は、研究開始時、eAPRIN の「研究者・大学院生向けコース（生

命医科学）」（１５単元）を５年に１回受講している必要があります。事務局にて受講状況は確

認できますので、受講証等の提出は不要です。申請時に未受講者がいた場合は、受講依頼をい

たしますので、至急、受講をお願いいたします。 

※受講は以下ホームページよりお願いします。 

https://www.akita-u.ac.jp/honbu/research/fu-compliance.html 

 

・所属が秋田大学以外の研究分担者は、所属機関の定めに基づく倫理教育の受講証を提出して

ください。もし所属機関にて研究倫理教育体制が未整備の場合、AMED 研究厚生高度化モデル

開発支援事業「倫理審査の質向上を目的とした倫理審査委員向けの教材の開発」にて製作され

た動画教材の受講を案内することができますので、事務局までご相談ください。 

 

7. 申請書類の作成 

以下の申請書類をご作成ください。なお、委員会の委員の約半数は、医学系研究の専門では

ございません。そのため、専門外の方や一般の方にも理解できる用語・内容となるようにご留

意ください。様式及び記載例は全て委員会ホームページ（２．参照）からダウンロード可能で

す。 

 

①本学が主施設・単施設の場合 

  本学承認後，各共同研究機関においても倫理委員会での審査，機関長の承認が必要です。 

◎→必須 ○→必要に応じて作成 

№ 書類の名称 備考 要不要 

01 研究倫理審査申請書（様

式第１） 

要押印。所属長の押印については、研究内容

を確認してもらい、了承いただいたら押印い

ただくようにしてください。記載例及び記載

上の注意を掲載していますのでご確認くだ

さい。 

◎ 
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02 研究実施許可申請・承認

書 

(様式第３－１) 

右上の日付は空欄で、提出してください。 
◎ 

03 研究実施計画書 「研究実施計画書に記載すべき事項」を参

照。記載例を掲載していますのでご確認くだ

さい。 

◎ 

04 研究対象者への説明文書 文書同意の場合、作成。 ｢研究対象者への説

明文書に記載すべき事項｣を参照。記載例を

掲載していますのでご確認ください。 

○ 

05 同意書及び同意撤回書 文書同意の場合、作成。記載例を掲載してい

ますのでご確認ください。 
○ 

06 情報公開（オプトアウト）

文書 

オプトアウトの場合、作成。記載例を掲載し

ていますのでご確認ください。 
○ 

07 モニタリング計画書 モニタリングを実施する場合(侵襲（軽微な

侵襲を除く。）を伴う研究であって介入を行

うもの)、作成。 

○ 

08 監査計画書 監査を実施する場合(侵襲（軽微な侵襲を除

く。）を伴う研究であって介入を行うものの

実施の際、必要に応じて)、作成。 

○ 

09 臨床研究保険見積依頼書 「軽微な侵襲を越える侵襲」かつ「通常の診

療を越える医療行為を伴う研究」について、

保険への加入が必要となります。 

○ 

10 特定臨床研究の該当性に

関するチェックリスト 

事務局からの依頼や事前審査結果に応じて

作成。 
○ 

 

 

【研究実施計画書に記載すべき事項】 

研究計画書に記載すべき事項は、原則として以下のとおりです。ただし、研究の内容等によ

っては、必ずしも記載を要しない項目もあり得ます。詳細については，指針ガイダンス「第７ 

研究計画書の記載事項」をご確認ください。 

本学が代表機関の場合、本学倫理委員会承認後に各機関でも倫理委員会の承認及び各研究機 

関長の許可を得る必要があります。 

 

①研究の名称 

②研究の実施体制（全ての研究機関及び研究協力機関の名称及び役割、研究者等の氏名並び 

に既存試料・情報の提供のみを行う者の氏名及び所属する機関の名称の及び役割を含む。） 
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③研究の目的及び意義 

④研究の方法及び期間 

⑤研究対象者の選定方針 

⑥研究の科学的合理性の根拠 

⑦インフォームド・コンセントを受ける手続等 

⑧個人情報の取扱い（加工する場合にはその方法、仮名加工情報又は匿名加工情報を 

作成する場合にはその旨を含む。） 

⑨研究対象者に生じる負担並びに予測されるリスク及び利益、これらの総合的評価並びに当 

該負担及びリスクを最小化する対策 

⑩試料・情報（研究に用いられる情報に係る資料を含む。）の保管及び廃棄の方法 

⑪研究機関の長への報告内容及び方法 

⑫研究の資金源その他の研究機関の研究に係る利益相反、及び個人の収益その他の研究者等 

の研究に係る利益相反に関する状況 

⑬研究に関する情報公開の方法 

⑭研究により得られた結果等の取扱い 

⑮研究対象者等及びその関係者が研究に係る相談を行うことができる体制及び相談窓口（遺 

伝カウンセリング含む） 

 

※以下は，該当する場合のみ記載 

⑯代諾者等からインフォームド・コンセントを受ける場合の手続 

⑰インフォームド・アセントを得る場合の手続 

⑱研究対象者に緊急かつ明白な生命の危機が生じている状況における研究を実施しようと 

する場合には，指針の規定に掲げる要件を全て満たしていることについて判断する方法 

⑲研究対象者等に経済的負担又は謝礼がある場合には，その旨及びその内容 

⑳侵襲を伴う研究の場合には，重篤な有害事象が発生した際の対応 

㉑侵襲を伴う研究の場合には，当該研究によって生じた健康被害に対する補償の有無及びそ 

の内容 

㉒通常の診療を超える医療行為を伴う研究の場合には，研究対象者への研究実施後における 

医療の提供に関する対応 

㉓研究に関する業務の一部を委託する場合には，当該業務内容及び委託先の監督方法 

㉔研究対象者から取得された試料・情報について，研究対象者等から同意を受ける時点では 

特定されない将来の研究のために用いられる可能性又は他の研究機関に提供する可能性 

がある場合には，その旨と同意を受ける時点において想定される内容並びに実施される研

究及び提供先となる研究機関に関する情報を研究対象者等が確認する方法 

㉕モニタリング及び監査を実施する場合には，その実施体制及び実施手順 

  

【研究対象者への説明文書に記載すべき事項】 
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研究対象者への説明文書に記載すべき事項は、原則として以下のとおりです。ただし、研究

の内容等によっては、必ずしも説明を要しない項目もあり得ます。詳細については，指針ガイ

ダンス「第８の５ 説明事項」をご確認ください。 

 

①研究の名称及び当該研究の実施について研究機関の長の許可を受けている旨、多機関共同 

研究で本学が代表機関の場合、本学倫理委員会承認後に各機関でも倫理委員会の承認及び 

各研究機関長の許可を得る旨 

②当該研究対象者に係る研究協力機関の名称、既存試料・情報の提供のみを行う者の氏名及

び所属する機関の名称並びに全ての研究責任者の氏名及び研究機関の名称 

③研究の目的及び意義 

④研究の方法（研究対象者から取得された試料・情報の利用目的及び取扱いを含む。）及び

期間 

⑤研究対象者として選定された理由 

⑥研究対象者に生じる負担並びに予測されるリスク及び利益 

⑦研究が実施又は継続されることに同意した場合であっても随時これを撤回できる旨（研究

対象者等からの撤回の内容に従った措置を講ずることが困難となる場合があるときは、そ

の旨及びその理由を含む） 

⑧研究が実施又は継続されることに同意しないこと又は同意を撤回することによって研究

対象者等が不利益な取扱いを受けない旨 

⑨研究に関する情報公開の方法 

⑩研究対象者等の求めに応じて、他の研究対象者等の個人情報等の保護及び当該研究の独創

性の確保に支障がない範囲内で研究計画書及び研究の方法に関する資料を入手又は閲覧

できる旨並びにその入手又は閲覧の方法 

⑪個人情報等の取扱い（加工する場合にはその方法、仮名加工情報又は匿名加工情報 

を作成する場合にはその旨を含む。） 

⑫試料・情報の保管及び廃棄の方法 

⑬研究の資金源等その他の研究機関の研究に係る利益相反、及び個人の収益その他の研究者 

等の研究に係る利益相反に関する状況 

⑭研究により得られた結果等の取扱い 

⑮研究対象者等及びその関係者からの相談等への対応（遺伝カウンセリングを含む。） 

⑯外国にある者に対して試料・情報を提供する場合には、１⑹イに規定する情報 

 

 ※以下は該当する場合のみ記載 

⑰研究対象者等に経済的負担又は謝礼がある場合には、その旨及びその内容 

⑱通常の診療を超える医療行為を伴う研究の場合には、他の治療方法等に関する事項 

⑲通常の診療を超える医療行為を伴う研究の場合には、研究対象者への研究実施後における 

医療の提供に関する対応 
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⑳侵襲を伴う研究の場合には、当該研究によって生じた健康被害に対する補償の有無及びそ 

の内容 

㉑研究対象者から取得された試料・情報について，研究対象者等から同意を受ける時点では 

特定されない将来の研究のために用いられる可能性又は他の研究機関に提供する可能性 

がある場合には、その旨と同意を受ける時点において想定される内容並びに実施される研

究及び提供先となる研究機関に関する情報を研究対象者等が確認する方法 

㉒侵襲（軽微な侵襲を除く。）を伴う研究であって介入を行うものの場合には、研究対象者 

の秘密が保全されることを前提として、モニタリングに従事する者及び監査に従事する者 

並びに倫理審査委員会が、必要な範囲内において当該研究対象者に関する試料・情報を閲 

覧する旨 

 

②本学が参加施設の場合 

◎→必須 ○→必要に応じて作成 

№ 書類の名称 備考 要不要 

01 研究倫理審査申請書（様

式第１） 

要押印。記載例及び記載上の注意有。 
◎ 

02 研究実施許可申請・承認

書 

(様式第３－１) 

右上の日付は空欄で、提出してください。 
◎ 

03 主施設の倫理委員会承認

通知等審査書類一式 

コピー(PDF)可。04 に対応する承認通知等で

あることを必ず確認してください。 
◎ 

04 研究実施計画書 主施設と同一計画の場合、当該計画書の表紙

として、基本情報を添付すること(様式有)。

主施設と異なる扱いがある場合は、表紙の次

頁以降に本学の扱いを記載すること。 

◎ 

05 研究対象者への説明文書 文書同意の場合、作成。主施設と同一の文書

のままではなく、本学研究対象者向けに作成

すること。 

○ 

06 同意書及び同意撤回書 文書同意の場合、作成。主施設と同一の文書

のままではなく、本学研究対象者向けに作成

すること。 

○ 

07 情報公開（オプトアウト）

文書 

オプトアウトの場合、作成。主施設と同一の

文書のままではなく、本学研究対象者向けに

作成すること。 

○ 

08 モニタリング計画書 モニタリングを実施する場合(侵襲（軽微な

侵襲を除く。）を伴う研究であって介入を行
○ 



秋田大学大学院医学系研究科・医学部倫理委員会 倫理審査申請手順書 

- 9 - 
 

うもの)、作成。 

09 監査計画書 監査を実施する場合(侵襲（軽微な侵襲を除

く。）を伴う研究であって介入を行うものの

実施の際、必要に応じて)、作成。 

○ 

10 特定臨床研究の該当性に

関するチェックリスト 

事務局からの依頼や事前審査結果に応じて

作成。 
○ 

 

8. 申請 

前項の申請書類を、「毎月２０日１７時」（２０日が休日の場合は、その直前の平日）までに

事務局に提出してください(押印が必要な様式第１以外は、電子データ(メール添付)での提出

で構いません)。ただし、締切日当日にいただいた場合、その後の事務局確認や事前審査に支

障を来す場合もございますので、可能な限り、「締切日１週間前」のご提出にご協力をお願い

いたします。審議まで最長３カ月要する場合もあるので、開催日を確認の上、早めに提出して

ください。 

 

9. 審査 

①事務局確認 

 申請書類について、事務局にて、審査に必要な書類が具備されているか、指針で求められて

いる記載事項が網羅されているか、確認させていただきます。必要に応じて、不足書類や記載

の追加等をご依頼いたします。 

 

②事前審査 

 ①終了後、委員長及び臨床研究支援センター教員により、倫理的観点及び科学的観点から事 

前審査を行い、研究対象者への負担やリスクの程度を鑑み、審査方法を決定します。事前審査 

終了後、必要に応じて、追加書類や記載の追記等をご依頼いたします。 

 

③審査 

 審査方法は以下の２つです。 

通常審査 倫理委員会 

 迅速審査 医学研究審査委員会(書面審査を含む)、保健学研究審査委員会(書面審査を含 

む)、看護部研究審査委員会 

 このうち、迅速審査については、書面審査を含めて、毎月開催しています。申請書類をご提

出いただいた翌月の審査で審議することがほとんどですが、事前審査の結果によっては(書面

審査ではなく、ヒアリング審査が必要な場合や、迅速審査ではなく、通常審査が必要な場合等)、
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翌々月以降に審査が行われる場合もあります。 

 審査の際には、５分程度、研究内容について、委員に対してご説明いただき、質疑応答に対

応していただきます(書面審査の場合は不要です)。 

 なお、本学委員会では、事務局体制や審査体制を考慮して、中央一括審査は行いません。本

学が主施設の多機関共同研究については、本学で承認後、各共同研究機関においても倫理委員

会での審査・承認が必要になります。 

 

10. 審査結果通知 

委員会開催より数日程度で、「審査結果通知書（様式第２)」を研究責任者に送付します。審

査判定は以下のいずれかとなります。 

(1) 非該当 

(2) 承認 

(3) 条件付承認 

(4) 変更の勧告 

(5) 継続審査 

(6) 停止（研究の継続には更なる説明が必要） 

(7) 不承認 

(8) 中止（研究の継続は適当でない。 

 本学が主施設の多機関共同研究は、(2) 承認とされた場合、各共同研究機関の研究責任者

へ、審査結果通知及び研究実施計画書等を送付し、各機関における倫理委員会での審査を依頼

してください(９．審査を参照)。 

(3) 条件付承認は、「現状では承認とは判定できないが、委員会が指定する特定の条件が満

たされれば、承認と判定できる場合」の判定です。研究責任者は、この判定を受けた場合、条

件を満たすため、申請書等を再提出してください。再提出後、委員長等が条件具備の可否を確

認します。条件具備が確認された場合、委員会は、｢承認｣と判定し、審査結果を申請者に改め

て通知します。 

 

11. 研究実施許可申請・承認 

審査結果が「承認」とされた場合、研究責任者は、研究科長より、「研究実施許可」を得て、

研究開始可能となります。 

｢研究実施許可申請・承認書(様式第３－１)｣を事務局までご提出ください(右上の日付は審

査結果通知書の通知日付以降の日付を記載してください)。研究科長の決裁後、承認書を送付

します。承認書の日付＝研究実施許可日となります。 

本学が主施設の多機関共同研究の場合も、各共同研究機関で、研究実施許可の手続きが必要

です。 
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12. 研究実施 

研究実施許可日以降、研究開始可能です。臨床研究支援センターホームページ

（https://www2.hos.akita-u.ac.jp/chiken/info/）にオプトアウト文書の公開を希望された

場合は、事務局にて公開させいただきます。 

なお、介入を行う研究については、厚生労働省が整備するデータベース（Japan Registry 

of Clinical Trials: jRCT）等の公開データベースに、当該研究の概要をその実施に先立っ

て登録し、研究計画書の変更及び研究の進捗に応じて更新する必要があります。 

  

13. 進捗状況報告  

研究責任者は、実施許可された研究の進捗状況について、原則として１年に１回、｢研究進

捗状況等報告書(様式第４)｣により、委員会及び研究科長に報告する必要があります。 

 

◎→必須 ○→必要に応じて作成 

№ 書類の名称 備考 様式 

01 研究進捗状況等報告書(様式第４) 要押印。 
◎ 

 
 また、研究責任者および研究分担者は、研究開始後、年度ごとに１回、下記(A)～(D)のいず

れかの研究倫理教育を受講する必要があります。 

(A) 臨床研究支援センターが主催するセミナーの受講 

(B) 研修・セミナー等（他機関開催も含む）を録画した動画の視聴会 の受講 

(C) (A)のセミナーを録画した動画の各自での視聴（要テスト受講） 

(D) eAPRIN 等の更新（復習）コース（医学系研究実施者等用復習（更新）コース、３単元） 

 

14. 変更申請（発生した場合） 

承認された研究計画に変更が生じた場合、以下の申請書類をご作成の上、事務局に提出し

てください。 

◎→必須 ○→必要に応じて作成 

№ 書類の名称 備考 要不要 

01 研究倫理審査申請書（様式第

１） 

要押印。変更前後の内容と変更理由を明

記。 
◎ 
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02 研究実施許可申請・承認書 

(様式第３－１) 

右上の日付は空欄で、提出してください。 
◎ 

03 その他、新規申請時に提出し

た書類で、変更があったもの

全て 

  
○ 

04 【本学が参加施設の場合】 

主施設の倫理委員会(変更)承

認通知等審査書類一式 

コピー(PDF)可。 
○ 

05 研究進捗状況等報告書(様式

第４) 

１年に１回報告するものですが(13．参

照)、変更申請時が良い機会ですので、あ

わせてご提出をお願いいたします。要押

印。 

○ 

 
申請書類提出後は、新規申請の際と同様に、｢９．審査～12．研究実施｣のプロセスを経て研

究開始可能となります。 

以下の「研究計画書の軽微な変更」については、委員長のみによる迅速審査を行います。 

「研究計画書の軽微な変更」 

研究の実施に影響を与えない範囲で、研究対象者への負担やリスクが増大しない変更を指

し、次のとおりとする。 

(1) 研究分担者の変更 

(2) 予定症例数が充足しない場合の研究期間延長（症例登録期間の延長、データ解析期間 

の延長） 

(3) 本学が主たる研究施設の場合の共同研究施設の変更 

(4) 遺伝子の追加検索（研究目的、方法が変わらない場合の変更） 

(5) 測定方法の追加・変更（研究対象者のリスクが増大せず、設定根拠が変更とならない場 

合） 

(6) 試料・情報の追加・変更（研究対象者のリスクが増大せず、設定根拠が変更とならない 

場合） 

(7) 評価項目の追加・変更（研究対象者のリスクが増大せず、副次評価の場合） 

(8) アンケートの種類・項目の追加（研究目的、リスク、方法が変わらない範囲の変更） 

(9) 対象疾患の追加（研究目的、リスク、方法が変わらない範囲の変更） 

(10) 研究費の変更（研究者の利益相反状態が変化しない場合に限る。） 

(11) その他倫理委員会委員長が軽微な変更と認めたもの 
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15. 有害事象等報告（発生した場合） 

有害事象 

実施中の研究において、｢重篤な有害事象｣が生じた場合，有害事象発生時の標準業務手順

書に従い、必要な措置を講じるとともに、以下の書類をご作成の上、事務局に提出してくだ

さい。 

なお，「重篤な有害事象」とは、有害事象（実施された研究との因果関係の有無を問わ

ず、研究対象者に生じた全ての好ましくない又は意図しない傷病若しくはその徴候（臨床検

査値の異常を含む。））のうち、次に掲げるいずれかに該当するものをいいます。 

(1) 死に至るもの 

(2) 生命を脅かすもの 

(3) 治療のための入院又は入院期間の延長が必要となるもの 

(4) 永続的又は顕著な障害・機能不全に陥るもの 

(5) 子孫に先天異常を来すもの 

 

◎→必須 ○→必要に応じて作成 

№ 書類の名称 備考 要不要 

01 重篤な有害事象に関する報告書(第

一報)（様式第５－１） 

重篤な有害事象発生時、24 時間以内

に報告。要押印。 
◎ 

02 重篤な有害事象に関する報告書(第

二報)（様式第５－２） 

第一報提出後、詳細事項について報

告。要押印。 
◎ 

 
第一報の報告に基づき、臨時委員会が速やかに開催されます。必要に応じて研究責任 

者の出席を求め、有害事象と研究方法との因果関係についての意見を聴取した上で、研究継

続の可否について決定し、研究責任者に報告します（第二報についても同様です）。 

 侵襲（軽微な侵襲を除く。）を伴う研究であって介入を行うものの実施において、予測で

きない重篤な有害事象が発生し、当該研究との直接の因果関係が否定できない場合は、速や

かに、厚生労働大臣へ報告を行い、公表する必要があります。 

 なお、本学が主施設の多機関共同研究で重篤な有害事象が発生した場合、研究責任（代

表）者は、全共同研究機関に対して、当該情報を共有する必要があります。 

重篤まで至らない有害事象が発生した場合、研究責任者は、有害事象発生時の標準業務手

順書に従い、必要な措置を講じるとともに、その件数や概要等を、進捗状況報告（13.参照）

及び終了報告（16.参照）の際に報告してください。 

 

倫理的妥当性・科学的合理性を損なう事実 

研究責任者は、研究の倫理的妥当性又は科学的合理性を損なう又はそのおそれがある事実を

知り、又は情報を得た場合であって，当該事象が研究の継続に影響を与えると考えられる場合
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は、遅滞なく、以下の書類をご作成の上、事務局に提出してください。 

 

◎→必須 ○→必要に応じて作成 

№ 書類の名称 備考 要不要 

01 倫理的妥当性・科学的合理性を損な

う事実に関する報告書（様式第６） 

要押印。 
◎ 

 

なお、「研究の倫理的妥当性を損なう事実・情報」とは、当該研究を実施するに当たって、

インフォームド・コンセントを受ける手続の不備、個人情報の不適切な取扱い等、研究対象者

の人権の保護や福利への配慮の観点から、研究の実施に当たり適切に対応すべき事実・情報を

指します。 

また、「科学的合理性を損なう事実・情報」とは、当該研究について、研究開始後に判明し

た新たな科学的な知見や内容、国内外の規制当局において実施された安全対策上の措置情報等

により、研究開始前に研究責任者が研究計画に記載した、研究対象者に生じる負担並びに予測

されるリスク及び利益の総合的評価が変わり得るような事実・情報を指します。 

「損なうおそれのある情報」とは、上記のような内容を知り得てから、事実であるか確定す

るまでの情報のことをいいます。 

 

報告後、研究責任者は、必要に応じて、研究を停止し、若しくは中止し、又は研究計画書を

変更しなければなりません。 

 

16. 研究の終了/中止 

研究を終了または中止する場合は、以下の書類をご作成の上、事務局に提出してください

（終了後３ヶ月以内を目安とします）。 

 

◎→必須 ○→必要に応じて作成 

№ 書類の名称 備考 様式 

01 研究進捗状況等報告書(様式第４) 要押印。 
◎ 

研究責任者は、研究を終了したときは、遅滞なく、当該研究の結果を公表する必要がありま

す。また、介入を行う研究が終了したときは、12.で登録したデータベースに、当該研究の結

果を登録してください。 

本学委員会以外の委員会で、中央一括審査を受ける場合 
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17. 申請手順の概要（本学委員会以外の委員会で、中央一括審査を受ける場合） 

 申請手順及び申請後から研究終了までの概要は以下となります（本学委員会以外の委員会

で、中央一括審査を受ける場合）。 

 

00.事前準備 

 

  

01.中央一括審査 

 

02.審査結果通知 

  

03.研究実施許可申請・承認  

 

04.研究の実施 

 

 05.進捗状況報告  

 

06.変更申請（発生した場合） 

 

07.有害事象等報告（発生した場合） 
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08.研究の終了/中止  

 

18. 事前準備 

①審査依頼書、研究機関要件確認書等の作成 

・審査にあたり、機関として、依頼書や要件確認書等を作成する必要があります（必要書類は、

各委員会によって異なります）。審査委員会より、作成依頼がありましたら、下記担当までご

連絡をお願いいたします。その際、研究実施計画書（案）もあわせてご送付ください。 

 

秋田大学大学院医学系研究科・医学部 総務課研究協力室(倫理委員会事務局) 

℡：018-884-6210  E-mail： soken@hos.akita-u.ac.jp 
 

②利益相反（COI）の自己申告 

※６．①を参照。 

 

③研究倫理教育の受講 

※６．②を参照。 

 

なお、本学が主施設の場合、研究責任（代表）者は、｢審査手数料｣を、契約を締結のうえ（先

方の規定による）、審査委員会に対して支払う必要があります。参加施設の場合は、不要です。 

 

19. 中央一括審査 

審査が実施されます。 

20. 審査結果通知 

「審査結果通知書」が研究責任者あてに送付されます。 

21. 研究実施許可申請・承認 

審査結果が「承認」とされた場合、研究責任者は、研究科長より、「研究実施許可」を得て、

研究開始可能となります。以下の書類をご作成の上、臨床研究支援部門に提出してください 

す。 

◎→必須 ○→必要に応じて作成 

№ 書類の名称 備考 様式 

01 研究実施許可申請・承認書 

(様式第３－２) 

右上の日付は審査結果通知書の通知日

付以降の日付を記載してください。 
◎ 
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02 研究実施計画書 主施設と同一の文書で結構です。 
◎ 

03 中央一括審査委員会承認通知等審

査書類一式 

コピー(PDF)可。 
◎ 

04 説明文書・同意文書、オプトアウト

文書等 

主施設と同一の文書のままではなく、

本学研究対象者向けに作成すること。 
○ 

 

研究科長の決裁後、承認書を送付します。承認書の日付＝研究実施許可日となります。 

本学が主施設の多機関共同研究の場合も、各共同研究機関で、研究実施許可の手続きが必要で

す。 

 

22. 研究の実施 

研究実施許可日以降、研究開始可能です。臨床研究支援センターホームページ

（https://www2.hos.akita-u.ac.jp/chiken/info/）にオプトアウト文書の公開を希望された

場合は、臨床研究支援部門にて公開させていただきます。 

 

23. 進捗状況報告 

24. 変更申請（発生した場合） 

25. 有害事象等報告（発生した場合） 

26. 研究の終了／中止 

 研究開始後の上記手続きについては、審査委員会の指示に従ってください。いずれも、原則

として、最終的に研究科長の許可が必要になります。その場合は、21．に記した許可手続きに

必要な書類を提出してください。 

 

 

 

 

 

27. 改訂履歴 

版番号 改訂日 改訂理由／内容 

第１版 令和３年８月２０日 第１版作成（人を対象とする

生命科学・医学系研究に関す
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る倫理指針の施行に伴い、旧

手順書を全面改訂） 

第２版 令和６年３月 25 日 第２版作成（人を対象とす

る生命科学・医学系研究に

関する倫理指針の改正に伴

い、旧手順書を一部改正） 

 



○国立大学法人秋田大学人を対象とする生命科学・医学系研究利益相反マネ

ジメント規程

(平成20年9月10日規則第215号)
改正

平成28年3月9日一部改正 平成29年12月13日一部改正

平成30年5月16日一部改正 令和3年7月14日一部改正

令和5年4月12日一部改正 令和6年12月11日一部改正

令和7年3月31日一部改正

(趣旨)

第1条　この規程は，国立大学法人秋田大学利益相反マネジメント規程(平成20年9

月10日規則第214号。以下「利益相反規程」という。)第1条第2項の規定に基づ

き，国立大学法人秋田大学(以下「本学」という。)における医学系研究実施者及

び医学系研究関係者の利益相反が深刻な事態へと発展することを未然に防止する

ため，医学系研究に係る利益相反の適切な管理(以下「利益相反マネジメント」

という。)に関し，利益相反規程に定めるもののほか，必要な事項を定め，もっ

て医学系研究の適正な推進を図ることを目的とする。

(定義)

第2条　この規程において「人を対象とする生命科学・医学系研究」(以下「医学系

研究」という。)とは，次のいずれかを目的として実施される活動をいう。

(1)　人(試料・情報を含む。)を対象として，傷病の成因(健康に関する様々な事

象の頻度及び分布並びにそれらに影響を与える要因を含む。)及び病態の理解

並びに傷病の予防方法並びに医療における診断方法及び治療方法の改善又は有

効性の検証を通じて，国民の健康の保持増進又は患者の傷病からの回復若しく

は生活の質の向上に資する知識を得ること。

(2)　人由来の試料・情報を用いて，ヒトゲノム及び遺伝子の構造又は機能並び

に遺伝子の変異又は発現に関する知識を得ること。

2　この規程において「医学系研究実施者」とは，医学系研究に関わる教員，研究

員等をいい，医学系研究協力者(医学系研究に協力する薬剤師，看護師等をい

う。)を除く。

3　この規程において「医学系研究関係者」とは，医学系研究科長，未来研究統括

機構臨床研究支援オフィス長，医学系研究科附属ウェルビーイング創造センター

長，同附属デジタル医学・医療教育推進センター長，同附属臨床研究医養成セン

ター長，同附属高齢者医療先端研究センター長，同附属感染制御総合センター

長，医学部附属病院長(以下「附属病院長」という。)，秋田大学人を対象とする

生命科学・医学系研究倫理委員会委員，秋田大学医学部附属病院医薬品等受託研

究審査委員会委員，秋田大学医学部附属病院医師主導治験審査委員会委員，秋田

大学バイオサイエンス安全委員会委員及びその他医学系研究業務に携わる役職員

をいう。

4　この規程において「利益相反」とは，医学系研究実施者及び医学系研究関係者

(以下「医学系研究実施者等」という。)が，研究対象者又は本学と連携を取りな

がら行う医学系研究によって得る利益(実施料収入，兼業報酬，未公開株式の保

有等)と，社会に開かれた教育・研究を実践する教育者・研究者としての責務又

は患者の希望する治療のために最善を尽くす医療関係者としての責務等が衝突・

相反し，社会的信頼が損なわれ得る状況をいう。

5　この規程において「研究対象者」とは，医学系研究を実施される者若しくは医

学系研究を実施されることを求められた者又は医学系研究に用いられることとな



る既存試料・情報（人体から取得された試料（血液，組織等及びこれらから抽出

したＤＮＡ等，人の体の一部であって研究に用いられるもの）及び研究に用いら

れる情報（研究対象者の診断及び治療を通じて得られた傷病名，投薬内容，又は

測定の結果等，人の健康に関する情報その他の情報であって研究に用いられるも

の）をいう。）を取得された者等をいう。

6　この規程において「経済的利益」とは，次の各号に掲げるものをいう。

(1)　金銭的収入，株式保有等

(2)　知的財産の取得

(3)　提供を受けた設備，物品等又は役務により得られる利益

7　この規程において「経営関与」とは，医学系研究に関係する企業等の役員等に

就任し，当該企業等の経営に関与することをいう。

(利益相反マネジメントの対象者及び基準)

第3条　利益相反マネジメントの対象者は，次の各号に掲げるものとする。

(1)　医学系研究実施者

(2)　医学系研究実施者等の配偶者並びに医学系研究実施者等の子，父母及び兄

弟姉妹

(3)　その他第5条に規定する委員会が必要と判断した者

2　利益相反マネジメントにおける開示対象は，次に掲げるものとする。

(1)　経済的利益

(2)　経営関与

3　利益相反マネジメントは，医学系研究を実施するに当たり，研究対象者及び社

会に対し，教育者・研究者又は医療関係者としての公正性に客観的な疑念を生じ

させるか否かを判断基準として行うものとする。

(医学系研究実施者等の責務)

第4条　医学系研究実施者等は，医学系研究を実施するときは，個人の収益等，当

該医学系研究に係る利益相反に関する状況について，その状況を医学系研究関係

者に報告する等，透明性の確保に適切に対応するとともに，利益相反の発生が懸

念される場合は，利益相反規程に規定する利益相反相談室に相談する等，利益相

反の回避に自ら努めるものとする。

2　医学系研究実施者にあっては，秋田大学人を対象とする生命科学・医学系研究

倫理委員会，秋田大学医学部附属病院医薬品等受託研究審査委員会及び秋田大学

医学部附属病院医師主導治験審査委員会への申請書等の提出に併せて，別に定め

る利益相反に係る自己申告書(以下「申告書」という。)を当該申請書等の写しと

ともに次条に規定する委員会に提出するものとし，医学系研究関係者にあって

は，同委員会が定める時期に，申告書を同委員会に提出するものとする。

3　前項の規定にかかわらず，医学系研究の実施に当たり申告書の提出が必要な場

合には，医学系研究実施者等はその都度申告書を次条に規定する委員会に提出す

るものとする。

4　医学系研究実施者等は，申告書に記載した経済的利益及び経営関与の態様に変

更があった場合は，直ちに申告書を次条に規定する委員会に再提出するものとす

る。

5　医学系研究実施者等は，次条に規定する委員会が行う調査等に協力するものと

する。

(委員会)

第5条　医学系研究に係る利益相反に関する重要事項の審議又は実施のため，本学



に国立大学法人秋田大学人を対象とする生命科学・医学系研究利益相反マネジメ

ント委員会(以下「委員会」という。)を置く。

(所掌事項)

第6条　委員会は，医学系研究に係る次の各号に掲げる事項について，審議し，又

は実施する。

(1)　利益相反の防止に係る対応策に関すること。

(2)　利益相反に係る調査及び審査に関すること。

(3)　利益相反ポリシーの見直しに関すること。

(4)　その他利益相反マネジメントに関すること。

2　委員会は，前項各号に掲げる事項に関して審議・実施した内容を，適宜，秋田

大学利益相反マネジメント委員会に報告するものとする。

(調査結果に基づく処置)

第7条　委員会は，前条第1項第2号の調査の結果，利益相反の疑義が生じることが

懸念される場合は，必要に応じて当該医学系研究実施者等に対し事情聴取等を行

い，改善を要すると認めたときは，秋田大学人を対象とする生命科学・医学系研

究倫理委員会，秋田大学医学部附属病院医薬品等受託研究審査委員会，秋田大学

医学部附属病院医師主導治験審査委員会及び秋田大学利益相反マネジメント委員

会に報告するものとする。

2　委員会は，前条第1項第2号の調査の結果，利益相反の疑義が生じた場合は，更

に必要な調査を行い，問題の有無及び必要な処置について秋田大学人を対象とす

る生命科学・医学系研究倫理委員会，秋田大学医学部附属病院医薬品等受託研究

審査委員会，秋田大学医学部附属病院医師主導治験審査委員会及び秋田大学利益

相反マネジメント委員会に報告するものとする。

(組織)

第8条　委員会は，次に掲げる委員をもって組織し，学長が委嘱する。

(1)　秋田大学バイオサイエンス教育・研究サポートセンター運営会議議長

(2)　秋田大学利益相反マネジメント委員会の委員のうち秋田大学利益相反マネ

ジメント委員会委員長が指名する者若干名

(3)　国際資源学研究科長が推薦する当該研究科の教授又は准教授1名

(4)　教育文化学部長，医学系研究科長，理工学研究科長及び情報データ科学部

長が推薦する当該学部等の教授各1名

(5)　その他委員会が必要と認めた者

(任期)

第9条　前条第3号から第6号までの委員の任期は，2年とし，再任を妨げない。

2　前項の委員に欠員を生じた場合の後任者の任期は，前任者の残任期間とする。

(委員長)

第10条　委員会に委員長を置き，第8条第3号及び第4号の委員のうちから，関連の

深い部局の長の意見を聴いて学長が指名する。

2　委員長は，委員会を招集し，その議長となる。

3　委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長の指名する委員が，その職務を

代行する。

(議事)

第11条　委員会は，委員の過半数の出席がなければ開くことができない。

2　委員会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，委

員長の決するところによる。



(緊急審査)

第12条　委員長は，緊急を要する審査要請があった場合は，医学系研究科長及び附

属病院長と協議し，利益相反の有無を審査することができるものとする。

2　委員長は，前項の審査結果を各委員に資料等を添えて通知するものとする。

(委員会の議事及び運営に関し必要な事項)

第13条　第4条から前条までに規定するもののほか，委員会に関し必要な事項は，

委員会が別に定める。

(事務)

第14条　委員会の事務は，ライフサイエンス振興課において行う。

(補則)

第15条　この規程に定めるもののほか，この規程の実施に関し必要な事項は，別に

定める。

附　則

1　この規程は，平成20年9月10日から施行する。

2　この規程の施行後最初に委嘱される第8条第3号及び第4号の委員の任期は，第9

条第1項の規定にかかわらず，平成22年3月31日までとする。

附　則

この規程は，平成21年5月13日から施行し，平成21年4月1日から適用する。

附　則

この規程は，平成26年4月1日から施行する。

附　則(平成28年3月9日一部改正)

この規程は，平成28年4月1日から施行する。

附　則(平成29年12月13日一部改正)

1　この規程は，平成30年1月1日から施行する。

2　この規程の施行後最初に委嘱される改正後の第9条第1項委員の任期は，同項の

規定にかかわらず，平成30年3月31日までとする。

附　則(平成30年5月16日一部改正)

この規程は，平成30年5月16日から施行し，平成30年4月1日から適用する。

附　則(令和3年7月14日一部改正)

この規程は，令和3年7月14日から施行し，令和3年6月30日から適用する。

附　則(令和5年4月12日一部改正)

この規程は，令和5年4月12日から施行し，令和5年4月1日から適用する。

附　則(令和6年12月11日一部改正)

この規程は，令和6年12月11日から施行し，令和6年12月1日から適用する。

附　則(令和7年3月31日一部改正)

この規程は，令和7年4月1日から施行する。



別紙様式１ （国立大学法人秋田大学人を対象とする生命科学・医学系研究利益相反マネジメント委員会提出用） 
 

国立大学法人秋田大学における人を対象とする生命科学・ 
医学系研究に係る利益相反自己申告書（詳細） 

 
国立大学法人秋田大学人を対象とする生命科学・医学系研究利益相反マネジメント委員会委員長 殿 

申請先 ： 秋田大学人を対象とする生命科学・医学系研究倫理委員会  （  ） 

 秋田大学医学部附属病院医薬品等受託研究審査委員会（ＩＲＢ）   （  ） 

 

《 研究題目：                                                              》 

《 審査を受ける者の立場： 主任研究者(研究代表者) ・ 分担研究者 》（いずれかに○をしてください） 

上記研究題目との関連があると想定される可能性のある以下の１～８について、申告してください。 

◎関連がない外部資金受入は、記載不要です。 

 
申告する企業・団体等が複数あり１枚の用紙で記入しきれない場合は、別紙を添付しても可（様式随意）。 

 

1.産学連携活動(*1) (*2)の内容について（企業・団体ごとに記載）                    有 ／ 無 

①研究題目に関連する企業・団体名  （                           ）    

②活動内容 （該当項目に レ印を付してください。）※研究者が担当した全てのものを対象とする。 

□ 共同研究（年間受入額が200万円以上の場合）   □ 受託研究（年間受入額が200万円以上の場合）  

□ 奨学寄附金(年間受入額が500万円以上の場合) □ 寄附講座・寄附研究部門(所属職員である場合） 

 □ 技術移転（法人化以前の個人発明のみを対象)  □ 物品購入（年間購入額が500万円を超える場合） 

 □ 兼業（年間収入額が100万円以上又は役員兼業に限る） 

2.本人収入 (*2)について（一企業又は一団体からの年間収入額が１００万円以上の場合）   

（企業・団体には、国、地方公共団体、独立行政法人、学校及び病院等（予防診断含む医療行為を行う場合）を除きます。） 有 ／ 無 

（自らの収入として計上される報酬、謝金の総額を対象とします。） 

（企業・団体ごとに記載） 企業・団体名                        活動時間        時間／月 

①報酬・給与・謝金          万円／年  ②ロイヤリティ         万円／年 

③原 稿 料          万円／年   ④講 演 等          万円／年 

3．家族（配偶者，両親，子供）等について（企業団体の役員等に就任している場合）          有 ／ 無 

企業名                 企業名                 企業名                    企業名 

・両親            ・配偶者            ・子供            ・兄弟姉妹            

4．家族（配偶者，両親，子供）等について 

（２－①②③④について一企業又は一団体からの年間収入額が１００万円以上の場合）     有 ／ 無 

 

5．産学連携活動の相手先のエクイティ (*3)保有について             有 ／ 無 

企  業  名                          

エクイティの種類（該当項目にレ印を付してください）   □ 株式   □ 新株予約権等 

6．企業・団体からの無償の役務提供(*2)の具体的な内容について                   有 ／ 無 

企  業  名                     具体的な内容                             

7．企業・団体からの無償での機材等提供(*2)の具体的な内容について                有 ／ 無 

企  業  名                     具体的な内容                             

8．被験者に配布する説明文書への利益相反に関する記載の有無について             有 ／ 無 

 
本研究（治験）に係る利益相反に関する状況は上記のとおりです。 
 

令和   年   月   日 
所属       職名       署名 

 

 



別紙様式２（倫理委員会・治験審査委員会（ＩＲＢ）提出用） 

 

国立大学法人秋田大学における人を対象とする生命科学・ 
医学系研究に係る利益相反自己申告の報告書（概略） 

秋田大学人を対象とする生命科学・医学系研究倫理委員会委員長 殿 （  ） 

秋田大学医学部附属病院医薬品等受託研究審査委員会（ＩＲＢ）委員長  殿 （  ） 
 

《 研究題目：                                                              》 

《 審査を受ける者の立場： 主任研究者（研究代表者） ・ 分担研究者 》 （いずれかに○をしてください） 

上記研究題目との関連があると想定される可能性のある以下の１～８について、申告してください。 

◎関連がない外部資金受入は、記載不要です。 

 

１．ある一定の基準額を超える産学連携活動 (*1) (*2)の有・無         有 ／ 無 

 

 

 

 

 

２．本人収入(*2)の有無（一企業又は一団体からの年間収入額が100万円以上の場合）   有 ／ 無 
（企業・団体には、国、地方公共団体、独立行政法人、学校及び病院等（予防診断含む医療行為を行う場合）を除きます。） 

（自らの収入として計上される報酬、謝金の総額を対象とします。） 

 

 

３．家族（配偶者，両親，子供）等について（企業団体の役員等に就任している場合）       有 ／ 無 

企業名                  企業名                企業名                   企業名 

・両親            ・配偶者            ・子供            ・兄弟姉妹            

４．家族（配偶者，両親，子供）等について（一企業又は一団体からの年間収入額が１００万円以上の場合） 

有 ／ 無 

             

５．産学連携活動の相手先のエクイティ (*3) 保有の有無          有 ／ 無 

 

 

６．企業・団体からの無償の役務提供(*2)の有無           有 ／ 無 

 

  ７．企業・団体からの無償での機材等提供(*2)の有無           有 ／ 無 

 

 

  ８．被験者に配布する説明文書への利益相反に関する記載の有無                   有 ／ 無 

 
本研究（治験）に係る利益相反に関する状況は上記のとおりです。 

 

令和   年   月   日 
所 属       職 名       署 名 

 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ （委員会確認欄） ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 
 

上記の申告について、精査し、確認した。  →本内容についての対応策     要 ／ 不要     

令和   年   月   日 

国立大学法人秋田大学人を対象とする生命科学・医学系研究利益相反マネジメント委員会委員長     



記載上の注意 

 

別紙様式１ 

（国立大学法人秋田大学人を対象とする生命科学・医学系研究利益相反マネジメント委員会提出用） 

 

(*1) 産学連携活動とは、上記研究題目に関連する、企業・団体との共同研究、受託研

究、奨学寄附金の受入れ、学術指導、寄附講座・寄附研究部門（所属職員である場

合）、技術移転、物品購入、兼業 [ただし、兼業先が国、地方公共団体、独立行政法

人、学校及び病院等（予防診断を含む医療行為を行う場合）を除きます]をいいます。  

(*2) 申告日までの１年間を対象とします。  

(*3) エクイティとは、本申告日現在で保有している上記研究題目に関連する企業の株

式、新株予約権等をいいます。ただし、公開企業の場合は5％以上の株式保有、未公開

企業の場合は1株以上の保有を「有」とします。  

 

別紙様式２ 

（倫理委員会・治験審査委員会（IRB）提出用） 

 

(*1) ある一定の基準額を超える産学連携活動とは：  

・共同研究、受託研究、奨学寄附金の受入れ、学術指導（それぞれ年間受入額が200万

円以上の場合に限ります（ただし奨学寄附金は500万円以上）） 

・寄附講座・寄附研究部門（所属職員である場合） 

・技術移転（法人化以前の個人発明のみを対象とします） 

・物品購入（年間購入額が500万円を越える場合に限ります） 

・兼業（年間収入額が100万円以上又は役員兼業に限ります） 

ただし、兼業先が国、地方公共団体、独立行政人、学校及び病院等（予防診断を含む

医療行為を行う場合）を除きます） 

などを意味します。  

(*2) 申告日までの１年間を対象とします。  

(*3) エクイティとは、本申告日現在で保有している上記研究題目に関連する企業の株

式、新株予約権等をいいます。ただし、公開企業の場合は５％以上の株式保有、未公開

企業の場合は 1株以上の保有を「有」とします。 



○国立大学法人秋田大学利益相反マネジメント規程

(平成20年9月10日規則第214号)
改正 平成25年3月29日規則第214号

平成27年3月30日一部改正 平成28年3月9日一部改正

平成29年3月24日一部改正 平成29年12月26日一部改正

平成30年5月16日一部改正 平成30年11月21日一部改正

令和元年7月10日一部改正 令和元年11月26日一部改正

令和2年3月31日一部改正 令和3年3月31日一部改正

令和3年6月24日一部改正 令和4年3月31日一部改正

令和5年3月13日一部改正 令和5年10月27日一部改正

令和6年3月11日一部改正 令和6年3月29日一部改正

令和6年7月31日一部改正 令和7年3月31日一部改正

(趣旨)

第1条　この規程は，国立大学法人秋田大学(以下「本学」という。)並びに本学の

役員及び職員(非常勤職員を含む。以下「役職員」という。)の産学連携活動にお

ける利益相反状態が深刻な事態へと発展することを未然に防止し，社会からの信

頼を確保するため，本学及び役職員の利益相反の適切な管理(以下「利益相反マ

ネジメント」という。)に関し必要な事項を定め，産学連携活動の一層の推進を

図ることを目的とする。

2　人を対象とする生命科学・医学系研究その他研究等の特性に配慮すべき分野に

おける利益相反マネジメントに関し必要な事項は，別に定める。

(定義)

第2条　この規程において「産学連携活動」とは，本学と企業等との間で行う研究

(共同研究，受託研究(治験，受託試験等を含む。))，受託事業，技術移転(実施

許諾，権利譲渡，技術指導)，役職員の兼業，研究助成金・寄附金の受入れ，施

設・設備の利用の提供及び物品の購入等をいう。

2　この規程において「利益相反」とは，産学連携活動によって生じる次の各号の

いずれかの状況により，本学の社会的信頼が損なわれ得る状況をいう。

(1)　役職員が得る利益(兼業報酬，特許に係る収入，未公開株式の保有等)と本

学における責任が衝突・相反する状況

(2)　本学が得る利益と本学の社会的責任が相反する状況

(3)　役職員の企業等に対する職務遂行責任と本学における職務遂行責任が両立

し得ない状況

3　この規程において「企業等」とは，企業，国若しくは地方公共団体の行政機関

又はその他の団体をいう。

4　この規程において「部局」とは，国際資源学研究科，教育文化学部，医学系研

究科，理工学研究科，情報データ科学部，先進ヘルスケア工学院，医学部附属病

院，未来研究統括機構，地域共創機構，情報統括センター，環境安全センター，

電動化システム共同研究センター，自殺予防総合研究センター，評価・ＩＲセン

ター，高等教育グローバルセンター，学生支援総合センター，高大接続センタ

ー，教職課程・キャリア支援センター，附属図書館，保健管理センター及び手形

地区に置かれている各課(学長及び理事を含む。)をいう。

(利益相反マネジメントの対象者，基準及び行為)

第3条　利益相反マネジメントの対象者は，次の各号に掲げるものとする。

(1)　役職員

(2)　役職員の配偶者並びに役職員の子，父母及び兄弟姉妹

(3)　その他秋田大学利益相反マネジメント委員会(以下「委員会」という。)が



必要と判断した者

2　利益相反マネジメントは，産学連携活動を実施するに当たり，次の各号に掲げ

る利益相反により本学の教育研究活動等の公正性に客観的な疑念を生じさせるか

否かを判断基準とする。

(1)　本学における職務と個人的利益が衝突する状況

(2)　個人的な利益の有無にかかわらず産学連携等の外部活動に対する職務責任

と本学における職務責任が両立しえない状況

3　利益相反マネジメントは，第1項に規定する対象者が次の各号に掲げる場合に該

当するときに行うものとする。

(1)　兼業活動(技術指導を含む。)に従事する場合

(2)　大学発ベンチャー企業の職務に関連し，報酬，株式保有等の経済的利益を

有する場合

(3)　企業等に自らの発明等を技術移転する場合

(4)　企業等との協力研究に参加する場合

(5)　企業等から寄附金，設備又は物品等の供与を受ける場合

(6)　前各号に掲げるもののほか，役職員への便益を供与する企業等(以下「便益

供与者」という。)に対し，本学の施設・設備の利用の提供，又は便益供与者

から物品を購入する場合

4　前項に規定するもののほか，前項各号に掲げる場合等に関連し，本学が組織と

して利益を得る場合は，利益相反マネジメントを行うものとする。

(役職員の責務)

第4条　役職員は，利益相反の発生が懸念される場合は，第15条に規定する利益相

反相談室に相談する等，利益相反の回避に自ら努めるものとする。

2　役職員は，第6条に規定する委員会が行う調査等に協力するものとする。

(各部局における対応)

第5条　部局の長は，当該部局の役職員に対し，利益相反を生じさせないように指

導するものとする。

(利益相反マネジメント委員会)

第6条　本学に，利益相反に関する重要事項の審議又は実施のため，委員会を置

く。

(所掌事項)

第7条　委員会は，次の各号に掲げる事項について審議し，又は実施する。

(1)　利益相反の防止に係る対応策に関すること。

(2)　利益相反に係る調査及び審査に関すること。

(3)　利益相反ポリシーの見直しに関すること。

(4)　その他利益相反マネジメントに関すること。

(調査結果に基づく処置)

第8条　委員会は，前条第2号の調査の結果，利益相反の疑義が生じることが懸念さ

れる場合は，必要に応じて当該役職員に対し事情聴取等を行い，改善を要すると

認めたときは，学長に報告するものとする。

2　委員会は，前条第2号の調査の結果，利益相反の疑義が生じた場合は，更に必要

な調査を行い，問題の有無及び必要な処置について学長に報告するものとする。

3　学長は，第1項又は前項の報告に基づき，必要な処置を決定し，当該役職員及び

部局の長に通知するものとする。

(異議申立て)



第9条　役職員は，前条第3項の処置に対し不服がある場合は，学長に対して書面に

より異議申立てを行うことができる。ただし，異議申立ては，1回を限度とす

る。

2　学長は，異議申立てに関する書面を受理したときは，委員会に再審議を指示す

るものとする。

3　学長の指示を受けた委員会は，再度審議を行い，速やかに審議の結果を学長に

報告するものとする。

4　学長は，前項の報告に基づき，異議申立てに対する処置を決定し，当該役職員

及び部局の長に通知するものとする。

(組織)

第10条　委員会は，次の各号に掲げる委員をもって組織し，学長が委嘱する。

(1)　研究担当理事

(2)　総務担当理事

(3)　国際資源学研究科長が推薦する当該研究科の教授又は准教授　1名

(4)　教育文化学部長，医学系研究科長，理工学研究科長及び情報データ科学部

長が推薦する当該学部又は研究科の教授　各1名

(5)　総務企画部長

(6)　地方創生・研究推進課長

(7)　学外の専門家　若干名

(8)　その他委員会が必要と認めた者

(任期)

第11条　前条第3号，第4号，第7号及び第8号の委員の任期は，2年とし，再任を妨

げない。

2　前項の委員に欠員を生じた場合の後任者の任期は，前任者の残任期間とする。

(委員長)

第12条　委員会に委員長を置き，研究担当理事をもって充てる。

2　委員長は，委員会を招集し，その議長となる。

3　委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長の指名する委員が，その職務を

代行する。

(議事)

第13条　委員会は，委員の過半数の出席がなければ開くことができない。

2　委員会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，委

員長の決するところによる。

(委員会に関し必要な事項)

第14条　第7条から前条までに定めるもののほか，委員会に関し必要な事項は，委

員会が別に定める。

(利益相反相談室の設置)

第15条　委員会に利益相反相談室を置き，必要な相談員を配置する。

2　相談員は，役職員からの利益相反に関する相談に応じる。

3　相談員は，学長が委嘱する。

4　前三項に定めるもののほか，利益相反相談室に関し必要な事項は，委員会が別

に定める。

(学内外への周知)

第16条　委員会は，利益相反に関する役職員の意識の向上を図るため，利益相反マ

ネジメントの理念，方法等を周知するとともに，適宜啓発活動を行うものとす



る。

2　委員会は，定期的に本学における利益相反に対する取組状況(個人のプライバシ

ーに係る部分を除く。)を公表するものとする。

(事務)

第17条　委員会の事務は，地方創生・研究推進課において処理する。

(補則)

第18条　この規程に定めるもののほか，この規程の実施に関し必要な事項は，学長

が別に定める。

附　則

1　この規程は，平成20年9月10日から施行する。

2　この規程の施行後最初に委嘱される第10条第3号，第6号及び第7号の委員の任期

は，第11条第1項の規定にかかわらず，平成22年3月31日までとする。

附　則

この規程は，平成21年5月13日から施行し，平成21年4月1日から適用する。

附　則

この規程は，平成21年10月1日から施行する。

附　則

この規程は，平成22年5月21日から施行し，平成22年4月1日から適用する。

附　則

この規程は，平成24年4月1日から施行する。

附　則(平成25年3月29日規則第214号)

この規程は、平成25年4月1日から施行する。

附　則

この規程は，平成26年4月1日から施行する。

附　則(平成27年3月30日一部改正)

この規程は，平成27年4月1日から施行する。

附　則(平成28年3月9日一部改正)

この規程は，平成28年4月1日から施行する。

附　則(平成29年3月24日一部改正)

この規程は，平成29年4月1日から施行する。

附　則(平成29年12月26日一部改正)

この規程は，平成30年1月1日から施行する。

附　則(平成30年5月16日一部改正)

この規程は，平成30年5月16日から施行し，平成30年4月1日から適用する。

附　則(平成30年11月21日一部改正)

この規程は，平成31年4月1日から施行する。



附　則(令和元年7月10日一部改正)

この規程は，令和元年7月10日から施行し，平成31年3月13日から適用する。

附　則(令和元年11月26日一部改正)

この規程は，令和2年4月1日から施行する。

附　則(令和2年3月31日一部改正)

この規程は，令和2年4月1日から施行する。

附　則(令和3年3月31日一部改正)

この規程は，令和3年4月1日から施行する。

附　則(令和3年6月24日一部改正)

この規程は，令和3年6月30日から施行する。

附　則(令和4年3月31日一部改正)

この規程は，令和4年4月1日から施行する。

附　則(令和5年3月13日一部改正)

この規程は，令和5年3月13日から施行する。

附　則(令和5年10月27日一部改正)

この規程は，令和5年11月1日から施行する。

附　則(令和6年3月11日一部改正)

この規程は，令和6年3月11日から施行する。

附　則(令和6年3月29日一部改正)

この規程は，令和6年4月1日から施行する。

附　則(令和6年7月31日一部改正)

この規程は，令和6年8月1日から施行する。

附　則(令和7年3月31日一部改正)

この規程は，令和7年4月1日から施行する。



利益相反自己申告書 
 （留意事項） 

○以下の該当する□に✓をご記入ください。 
○産学連携活動の対象となる企業等が複数の場合は，複写して一企業毎にご記入ください。 
○申告対象期間は令和６年４月１日～令和７年３月３１日です。 
 
１）企業等の名称  
２）産学連携活動の内容について 
□共同研究  □受託研究（治験，受託試験等を含む。）   
□技術移転（□実施許諾 □権利譲渡 □技術指導） 
□兼業（□承認済 □未承認）  □研究助成金・寄附金の受入れ 
□施設・設備の提供  □物品の購入等  その他（              ） 
３）エクイティの保有について（配偶者等の保有分を合算して記入してください。） 
 
種  類 
 

□未公開株式       株       万円 
□公 開 株 式              株              万円 
□新株予約権              株              万円 

保有比率 （約）     ％ 
取得時期   年  月  日（頃） 
取得事由  
４）報酬等の状況について（配偶者等の分を合算して記入してください。） 
報酬・謝金                 万円／年 
その他（            ）         万円／年 
５）兼業の状況 
職  名  
従事内容  
従事期間   年  月  日～    年  月  日 
報 酬 額                 万円／年 
６）ロイヤリティ収入について 
金  額                 万円／年 
時  期   年  月  日（頃） 
※本学又は兼業先等において自らのロイヤリティ収入が増加するような

働きかけをしていないか。（右の選択肢にチェック） 
□ していない 
□ している 

７）研究助成金・寄附金の受入れについて 
金  額                 万円／年 
８）無償で提供を受けた，役務及び施設・設備について 
時  期   年  月  日（頃） 
内  容  
９）物品の購入等について 
購入金額                 万円／年 
10）本学施設・設備の利用の提供 
時  期   年  月  日（頃） 
内  容  
11）その他補足することがありましたら記入してください。 
 
 

 
利益相反マネジメント委員会委員長  殿 

利益相反に関する事実関係について，上記のとおり申告します。 
     年  月  日 

                                             所属           
                                             職名           

職名           



 
 

利益相反自己申告書記入要領 

 

 以下の注意事項等を参照のうえ，利益相反自己申告書（以下「自己申告書」という。）へ記入してください。 
 
１．自己申告書の項目に従い，基準，用語及び対象期間に留意のうえ記入してください。 

（１）基準について 

本学では，産学連携活動を行っている企業等から経済的利益を得るなど，以下の事項に該当する場合に
利益相反マネジメントを行います。 

① 未公開株を１株以上保有（株式公開後１年以内のもの並びに配偶者等保有分を含む） 
② 公開株の保有（配偶者等保有分を含め，発行済み株の５％以上の保有） 

③ 新株予約権の保有（配偶者等保有分を含め，未行使のもの） 

④ １企業等につき年間１００万円以上の収入を得た（自らの収入並びに配偶者等の収入として計上される
報酬・謝金等の総額を対象とし，兼業による収入を含む） 

⑤ １企業等につき年間１００万円以上のロイヤリティ収入を得た 

⑥ １企業等につき年間５００万円以上の研究助成金・寄附金を受入れた（応募，申請及び審査の形を経て
受ける研究助成金を除く） 

⑦ 無償で役務提供，施設・設備等の提供を受けた（契約に基づくものは除く） 

⑧ ①から⑦の便益を供与される相手方からの物品の購入等 
⑨ 便益を供与する企業等に対し，本学の施設・設備の利用の提供 

（２）用語について 

① 産学連携活動 本学と企業等との間で行う共同研究，受託研究（治験，受託試験等を含む。）， 

技術移転（実施許諾，権利譲渡，技術指導），兼業，研究助成金・寄附金の受入れ，施
設・設備の利用の提供及び物品購入等を意味します。 

② 企業等  企業，国若しくは地方公共団体の行政機関又はその他の団体をいいます。 
③ 技術移転（実施許諾，権利譲渡） 

知的財産化された本学における研究成果の企業等への移転を意味します。本学の利益

相反マネジメントでは，個人発明など個人に帰属する特許等のみを対象とします。 
④ エクイティ 公開・未公開を問わず，株式，新株予約権等をいいます。 
⑤ 新株予約権 ストックオプションなどと呼ばれる，新株予約権，新株予約権付社債などの総称です。 

一定期間内にあらかじめ定められた価格（行使価格）で株式を取得できる権利です。 
⑥ 兼業  国，地方公共団体，独立行政法人，病院及び学校での兼業は含みません。 
⑦ 物品購入等 上記１．の（１）①～⑦の便益を供与される企業等からの物品の購入，業務委託を意 

味します。 

⑧ 無償で役務提供を受ける 
学会や検査，研究のときに人員の派遣を受けた場合が考えられます。なお，学会のう

ち企業との共催によるもの，また，契約に基づくものは除きます。 
⑨ 無償で施設・設備等の提供を受ける 

企業等の設備等を研究室等に置き，使用したり，試料の提供を無償で受けた場合をい

います。ただし，契約に基づくものは除きます。 
⑩ 配偶者等 役職員の配偶者並びに役職員の子，父母，兄弟姉妹をいいます。 

（３）対象期間 

    申告対象期間は，前年度（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）とします。 
 
２．自己申告書（ワード書式）の記入要領 

１）企業等の名称 

① 該当する企業等の名称を記入してください。  
  ② 該当する企業等が複数の場合は，自己申告書を複写して一企業等毎に記入してください。 

 ２）産学連携活動の内容について 
① 該当する産学連携活動に□✓ を付けてください。 

  ② 該当する項目がない場合は，「その他」の欄の（ ）内に具体的な活動内容（受託研究員の受け入れ等）

を記入してください。 
 ３）エクイティの保有について 

① あなた自身のほか，配偶者等の保有するものも合算して記入してください。 

② 「種類」の欄で，該当するエクイティに□✓ を付けてください。 
③ 「保有比率」の欄に，（保有するエクイティの数）÷（エクイティの総数）×100 により算出される保有

率を記入してください。正確な数字が判明しない場合は，概算で結構です。 

④ 「取得時期」の欄に，エクイティを取得した時期を記入してください。 



 
 

⑤ 「取得事由」の欄に，どのような事由・経緯でエクイティの取得に至ったのか，具体的に（ライセンス
の対価として，企業からの出資の要請があったため，個人の資産運用として購入等）記入してください。 

 ４）報酬等の状況について 

① あなた自身のほか，配偶者等の分も合算して記入してください。正確な金額が判明していない場合は概
算額で結構です。 

② 「その他」に該当する場合は，獲得した経済的利益の概要を（ ）内に記入してください。 

 ５）兼業の状況について 
① あなた自身の行っている兼業について記入してください。正確な金額が判明していない場合は概算額で

結構です。 
 ６）ロイヤリティ収入について 

① 個人発明など個人に帰属する特許等により生じた収入について記入してください。正確な金額が判明し

ていない場合は概算額で結構です。本学又は兼業先等において，自らのロイヤリティ収入が増加するよ
うな働きかけをしていないか，設問にご回答ください。 

  例１：自らの特許が使用された製品→本学又は兼業先での購入物品選定に関する働きかけ 

例２：自らの著作である教科書→教育委員会の教科書選定に関する働きかけ  
７）研究助成金・寄附金の受入れについて 
① 研究助成金・寄附金の受入れ金額を記入してください。正確な金額が判明していない場合は概算額で結

構です。 

８）無償で提供を受けた役務，施設・設備について 
① 無償で提供を受けた時期及び内容を記入してください。 

 ９）物品購入等について 
① 年間の購入等の金額を記入してください。 

 10）本学施設・設備の利用の提供について 

① 本学施設・設備の利用を提供した時期，内容を記入してください。  
 
２．自己申告書提出後，必要に応じて利益相反マネジメント委員会より，事情聴取実施の連絡を差し上げる場合

があります。利益相反のマネジメントを適正に行うためですので，ご協力くださいますようお願いします。 
 
３．自己申告書は，利益相反マネジメントのみに使用します。ただし，裁判所又は法令に基づく開示請求があり，

本学として法令遵守の立場から拒否できない場合は，目的外使用となる場合が生じることをお含みおきくださ

い。 
 

４．申告後のマネジメントの方法 
 ① 定期自己申告においては，利益相反マネジメント委員会でマネジメントします。 

 ② 利益相反マネジメント委員会はその実施に関して，利益相反の疑義が生じていることが懸念される場合等

には，学長に報告し，学長から必要な処置の要請を行うことがあります。 
③ 学長の措置に不服がある場合，書面により異議申立てを申し出ることができます。学長が，その申立てが
相当と認めた場合には，利益相反マネジメント委員会に再審査を指示し，利益相反マネジメント委員会は再

審査を行い，その結果を学長に報告します。学長は，あらためて処置を決定し，その結果を通知します。 
 
５．人を対象とする医学系研究を実施する際の利益相反マネジメントについては，別途申告方法がありますので

ご確認ください。（担当：ライフサイエンス振興課） 



 

(様式第 4) 

高度の医療に関する研修を行わせる能力を有することを証する書類 

 

1 研修の内容 

現在の専門医育成プログラムとしては34のコースを用意しており、各プログラムにさまざまなコ

ースを設置して、各人の希望や目的に添った専門医取得を可能としています。 

具体的なコース名は次のとおりです。 

「消化器病専門医プログラム」「脳神経内科専門医プログラム」「循環器専門医プログラム」「

呼吸器専門医プログラム」「血液内科専門医プログラム」「腎臓内科専門医プログラム」「リウ

マチ専門医プログラム」「糖尿病専門医プログラム」「内分泌・代謝科専門医プログラム」「老

年科専門医プログラム」「腫瘍内科専門医プログラム」「感染症専門医プログラム」「消化器外

科専門医プログラム」「呼吸器外科専門医プログラム」「食道外科専門医プログラム」「乳腺専

門医プログラム」「心臓血管外科専門医プログラム」「小児外科専門医プログラム」「脳神経外

科専門医プログラム」「小児科専門医プログラム」「産婦人科専門医プログラム」「精神科専門

医プログラム」「整形外科専門医プログラム」「皮膚科専門医プログラム」「泌尿器科専門医プ

ログラム」「眼科専門医プログラム」「耳鼻咽喉科専門医プログラム」「放射線科専門医プログ

ラム」「リハビリテーション科専門研修プログラム」「麻酔科専門医プログラム」「救急科専門

医プログラム」「あきた ＧＰ ＮＥＴ 専門研修プログラム」「臨床検査専門医プログラム」「

病理専門医プログラム」。 

これらのプログラムでは専門研修医の個々の要望に即して構築できるよう、フレキシブルなもの

に設定されており、大学院での先進医学研究・基礎研究を同時進行で行える機会や、県内医療機

関や他大学とのローテートシステムを採用したり国内外への留学を可能にしていたりと、各人の

キャリア目標や生活設計に柔軟な対応ができるよう整備しています。 

また、専門医制度の見直しに合わせて、平成30年度から開始のプログラムは、１９の基本領域の

うち１８領域に対応するコース設定も整備し（未設の形成外科に関しては整備計画中）、上記の

対応が継続されています。専門医取得と大学院進学、さらにはサブスペシャリティまでも視野に

入れた研修も可能で、各自のキャリアプランに応じた研修の提供に努めています。 

 

 

 

（注）上記の研修内容は医師法及び歯科医師法の規定による臨床研修を終了した医師及び歯科医師

に対する専門的な研修について記載すること。 

2 研修の実績 

  上記研修を受けた医師数     247    人 
（注）前年度の研修を受けた医師の実績を記入すること。 

 

3 研修統括者 

研修統括者氏名 診 療 科 役 職  等 臨床経験年数 特 記 事 項        

飯島 克則 消化器内科 教授 ３２年  

飯島 克則 脳神経内科 教授 ３２年  

渡邊 博之 循環器内科 教授 ３３年  

中山 勝敏 呼吸器内科 教授 ３６年  

髙橋 直人 血液内科 教授 ３４年  

髙橋 直人 腎臓内科 教授 ３４年  

髙橋 直人 リウマチ科 教授 ３４年  

脇 裕典 糖尿病・内分泌内科 教授 ２５年  

脇 裕典 老年内科 教授 ２５年  

嵯峨 知生 感染制御部 病院教授 ２５年  



有田 淳一 消化器外科 教授 ２８年  

今井 一博 呼吸器外科 准教授 ２３年  

今井 一博 食道外科 准教授 ２３年  

今井 一博 乳腺・内分泌外科 准教授 ２３年  

中嶋 博之 心臓血管外科 教授 ３０年  

清水 宏明 脳神経外科 教授 ３８年  

水野  大 小児外科 病院教授 ３７年  

髙橋  勉 小児科 教授 ３８年  

寺田 幸弘 産科 教授 ３６年  

寺田 幸弘 婦人科 教授 ３６年  

三島 和夫 精神科 教授 ３７年  

宮腰 尚久 整形外科 教授 ３５年  

河野 通浩 皮膚科 教授 ３０年  

羽渕 友則 泌尿器科 教授 ３８年  

岩瀬  剛 眼科 教授 ３２年  

山田武千代 耳鼻咽喉科 教授 ３５年  

森 菜緒子 放射線診断科 教授   ２４年  

森 菜緒子 放射線治療科 教授   ２４年  

新山 幸俊 麻酔科 教授 ２６年  

粕川 雄司 リハビリテーション科 准教授   ２７年  

柴田 浩行 腫瘍内科 教授 ３７年  

中永士師明 救急科 教授 ３５年  

植木 重治 総合診療 教授 ２５年  

大森 泰文 病理診断科 教授 ３６年  

福田 雅幸 歯科口腔外科 病院教授 ３８年  

 (注) 1 医療法施行規則第六条の四第一項又は第四項の規定により、標榜を行うこととされている

診療科については、必ず記載すること。 

(注) 2 内科について、サブスペシャルティ領域ごとに研修統括者を配置している場合には、すべ

てのサブスペシャルティ領域について研修統括者を記載すること。 

(注) 3 外科について、サブスペシャルティ領域ごとに研修統括者を配置している場合には、すべ

てのサブスペシャルティ領域について研修統括者を記載すること。 



 

(様式第 4) 

高度の医療に関する研修を行わせる能力を有することを証する書類 

 

4 医師、歯科医師以外の医療従事者等に対する研修 

① 医師、歯科医師以外の医療従事者に対する研修の実施状況（任意） 

 ・研修の主な内容 

 ・研修の期間・実施回数 

 ・研修の参加人数 

 

② 業務の管理に関する研修の実施状況（任意） 

 ・研修の主な内容 

 ・研修の期間・実施回数 

 ・研修の参加人数 

 

③ 他の医療機関に所属する医療関係職種に対する研修の実施状況 

 ・研修の主な内容 

 ・研修の期間・実施回数 

 ・研修の参加人数 

 

(注) 1 高度の医療に関する研修について、前年度実績を記載すること。 

(注) 2 「③他の医療機関に所属する医療関係職種に対する研修の実施状況」については、医療法施

行規則第六条の四第四項の規定に基づき、がん、循環器疾患等の疾患に関し、高度かつ専門的な医

療を提供する特定機能病院についてのみ記載すること。また、日本全国の医療機関に勤務する医療

従事者を対象として実施した専門的な研修を記載すること。 

 

 



 
 

(様式第 5) 
診療並びに病院の管理及び運営に関する諸記録の管理方法に関する書類 

 
計画・現状の別 １．計画    ２．現状  
管理責任者氏名 病院長 渡邊 博之 

  管理担当者氏名 総務課長 小柳 智子、医事課長 山形 知子、薬剤部長 菊地 正史 
 

 保 管 場 所 管 理  方  法 
診療に関
する諸記
録 

規
則
第
二
十
二
条
の
三
第
二
項

に
掲
げ
る
事
項 

病院日誌 医事課 紙および電子媒体で保
管 各科診療日誌 医事課 

処方せん 医事課（病歴室） 
手術記録 医事課（病歴室） 
看護記録 医事課（病歴室） 
検査所見記録 医事課（病歴室） 
エックス線写真 医事課（病歴室） 
紹介状 医事課（病歴室） 
退院した患者に係る入院期間中
の診療経過の要約及び入院診療
計画書 

医事課（病歴室） 

病院の管
理及び運
営に関す
る諸記録 

規
則
第
二
十
二
条
の
三
第
三

項
に
掲
げ
る
事
項 

従業者数を明らかにする帳簿 総務課 年度ごとに紙媒体また
は電子媒体 

 

高度の医療の提供の実績 医事課 
 

高度の医療技術の開発及び評価
の実績 

医事課 

高度の医療の研修の実績 総務課 
閲覧実績 総務課 
紹介患者に対する医療提供の実
績 

医事課 

入院患者数、外来患者及び調剤
の数を明らかにする帳簿 

医事課、薬剤部 

規
則
第
一
条
の
十
一
第
一
項
に

掲
げ
る
事
項 

医療に係る安全管理のための指
針の整備状況 

医事課 
 

医療に係る安全管理の
ための指針については、
病院情報システム及び
ホームページ上（院内限
定）に掲載。 
その他紙媒体のものに
ついては、資料・議事要
旨等の関係書類をファ
イルに綴じて保管して
いる。 
 

医療に係る安全管理のための委
員会の開催状況  

医事課 
 
 

医療に係る安全管理のための職
員研修の実施状況 

医療安全管理部 
 
 

医療機関内における事故報告等
の医療に係る安全の確保を目的
とした改善のための方策の状況 

医療安全管理部 
 
 
 

 
  



 
 

 保 管 場 所 管 理  方  法 

病院の管

理及び運

営に関す

る諸記録 

規
則
第
一
条
の
十
一
第
二
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

院内感染対策のための指針の策
定状況 

医事課 
 

・年度ごとに紙および電

子媒体で保管 

・感染制御に係る指針、

マニュアル等の改訂は

伴うものについては、随

時、医療情報端末上で最

新版を保管している。 

・一覧にして電子媒体及

び紙媒体 

 

 

 

一覧にして紙媒体 

年度ごとに紙媒体 

一覧にして紙媒体及び

電子媒体 

年度ごとに紙媒体 

院内感染対策のための委員会の
開催状況  

医事課 

従業者に対する院内感染対策の
ための研修の実施状況  

感染制御部 

感染症の発生状況の報告その他
の院内感染対策の推進を目的と
した改善のための方策の実施状
況  

感染制御部 

医薬品安全管理責任者の配置状
況  

薬剤部 

従業者に対する医薬品の安全使
用のための研修の実施状況  

医療安全管理部 

医薬品の安全使用のための業務
に関する手順書の作成及び当該
手順書に基づく業務の実施状況
   

薬剤部 

医薬品の安全使用のために必要
となる未承認等の医薬品の使用
の情報その他の情報の収集その
他の医薬品の安全使用を目的と
した改善のための方策の実施状
況 

医療安全管理部 

医療機器安全管理責任者の配置
状況 

臨床工学センター 

従業者に対する医療機器の安全
使用のための研修の実施状況 

臨床工学センター 

医療機器の保守点検に関する計
画の策定及び保守点検の実施状
況 

臨床工学センター 

医療機器の安全使用のために必
要となる情報の収集その他の医
療機器の安全使用を目的とした
改善のための方策の実施状況 

臨床工学センター 
 
 

  



 
 

 保 管 場 所 管 理  方  法 
 病院の管理 
 及び運営に 
 関する諸記 
 録 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

規
則
第
九
条
の
二
十
の
二
第
一
項
第
一
号
か
ら
第
十
三
号
ま
で
及
び
第
十
五
条
の
四
各
号
に
掲
げ
る
事
項 

医療安全管理責任者の配置状
況 

総務課 ホームページ上（院内
限定）に規程を掲載。 
 
 
 
 
ホームページ上（院内
限定）に規程及び申し
合せを掲載（経過措置
期間中のものを除く） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
院内に投函ポストを設
置し、毎日回収を行う
。 
 
年間の研修会開催状況
、出席者を集計し保管
している。 
 
日本医療機能評価機構
が実施している「特定
機能病院管理者研修」
受講状況を対象者に確
認。 

専任の院内感染対策を行う者
の配置状況 

感染制御部 

医薬品安全管理責任者の業務
実施状況 

薬剤部 

医療を受ける者に対する説明
に関する責任者の配置状況 

医事課 

診療録等の管理に関する責任
者の選任状況 

医事課 

医療安全管理部門の設置状況 医事課 
高難度新規医療技術の提供の
適否等を決定する部門の状況 

医事課 

未承認新規医薬品等の使用条
件を定め、使用の適否等を決
定する部門の状況 

医事課 

監査委員会の設置状況 医事課 
入院患者が死亡した場合等の
医療安全管理部門への報告状
況 

医療安全管理部 

他の特定機能病院の管理者と
連携した相互立入り及び技術
的助言の実施状況 

医事課 

当該病院内に患者からの安全
管理に係る相談に適切に応じ
る体制の確保状況 

医事課 

医療安全管理の適正な実施に
疑義が生じた場合等の情報提
供を受け付けるための窓口の
状況 

医事課 

職員研修の実施状況 医療安全管理部 
 
 
 

管理者、医療安全管理責任者
、医薬品安全管理責任者及び
医療機器安全管理責任者のた
めの研修の実施状況 

医事課 
 
 
 
 
 

管理者が有する権限に関する
状況 

総務課 

管理者の業務が法令に適合す
ることを確保するための体制
の整備状況 

総務課 

開設者又は理事会等による病
院の業務の監督に係る体制の
整備状況 

総務課 

(注)「診療に関する諸記録」欄には、個々の記録について記入する必要はなく、全体としての管理
方法の概略を記入すること。また、診療録を病院外に持ち出す際に係る取扱いについても記載する
こと。 



○病院の管理及び運営に関する諸記録の閲覧方法

〇病院の管理及び運営に関する諸記録の閲覧の実績

延　　　　　0　　　　件

閲　覧　者　別 医師 延　　　　　0　　　　件

歯科医師 延　　　　　0　　　　件

国 延　　　　　0　　　　件

地方公共団体 延　　　　　0　　　　件

(注)既に医療法施行規則第9条の20第5号の規定に合致する方法により記録を閲覧させている病院は
現状について、その他の病院は計画について記載することとし、「計画・現状の別」欄の該当する番号
に〇印を付けること。

(注)特定機能病院の名称の承認申請の場合には、必ずしも記入する必要はないこと。

　閲覧の求めに応じる場所

総務課長　小柳　智子

　　　前　年　度　の　総　閲　覧　件　数

　閲覧責任者氏名 病院長　渡邊　博之

　閲覧担当者氏名

　閲覧の手続の概要

手続きに関して問い合わせ先を掲示している。
希望があった場合は総務課職員で受け付け、管理棟会議室で閲覧に応じる。

病院の管理及び運営に関する諸記録の閲覧方法に関する書類

管理棟会議室

計画・現状の別 １．計画 　　   　 ２．現状

（様式第6）



 
 
 

 
規則第１条の 11 第１項各号に掲げる医療に係る安全管理のための体制の確保に係る措置 

 
 
① 医療に係る安全管理のための指針の整備状況 

 
     有・無 

 
 ・ 指針の主な内容： 
(1)安全管理に関する基本的な考え方 
(2)安全管理のための委員会、その他組織に関する基本的事項 
(3)安全管理のための職員研修に関する基本方針 
(4)医療の安全確保を目的とした改善の方策に関する基本方針 
(5)医療事故等発生時の対応に関する基本方針 
(6)患者との情報の共有に関する基本方針 
(7)患者からの相談対応に関する基本方針 
(8)その他医療安全の推進のために必要な基本方針 
 

 

 
② 医療に係る安全管理のための委員会の設置及び業務の状況 
 
・ 設置の有無（ 有・無 ） 
・ 開催状況：年13回 
・ 活動の主な内容： 

(1)医療に係る安全管理の指針に関すること 
(2)医療に係る安全管理の体制に関すること 
(3)医療安全に関するマニュアルに関すること 
(4)医療の安全管理のための職員研修に関すること 
(5)インシデントに関する調査・分析、改善策の策定・実施及び職員への周知
に関すること 

(6)医療事故の判定及び認定に関すること 
(7)策定された改善策の評価及び見直しに関すること 
(8)医療事故及び医事紛争の対応策に関すること 
(9)医療法の規定に基づく死亡または死産の判定及び認定に関すること 
(10)その他医療の安全管理に関し必要なこと 
 

 

 
③ 医療に係る安全管理のための職員研修の実施状況 

 
     年10回 

 
 ・ 研修の内容（すべて）： 
第1回 抗がん剤取り扱いマニュアル＆制吐薬使用ガイドラインの改訂 
第2回 個人情報・医療情報研修 
第3回 心電図モニター研修＆心電図モニターアラーム対応 
第4回 遺伝・ゲノム医療のELSIとゲノム医療推進法 
第5回 転倒・転落に有効な対策はあるのか？ 
第6回 検査･処置のための安全な鎮静鎮痛管理 
第7回 モルヒネを用いた術後疼痛管理 
第8回 レミフェンタニル注～集中治療における人工呼吸中の鎮痛において～ 
第9回 パワーPICC（MSTタイプ）挿入手技の手続き 
第10回 SNSには危険がいっぱい～トラブル事例と注意点から 
 

 

 
④ 医療機関内における事故報告等の医療に係る安全の確保を目的とした改善のための方策の実施

状況 
 
   ・ 医療機関内における事故報告等の整備 （ 有・無 ） 
   ・ その他の改善のための方策の主な内容： 
特に重要な12件の事故事例について、医療安全管理部担当者会議にて8件のヒ
アリング、医療安全管理委員会にて4件のヒアリング及び各事例の背景・要因
・再発防止策について検討を行った。 
 

 

(注）前年度の実績を記入すること。 



 
 
 

 
規則第１条の 11 第２項第１号に掲げる院内感染対策のための体制の確保に係る措置 

 
 
① 院内感染対策のための指針の策定状況 

 
    有・無 

 
  ・ 指針の主な内容： 
（１）院内感染対策に関する基本的な考え方 
（２）院内感染対策のための委員会、その他組織に関する基本事項 
（３）院内感染対策のための職員に対する研修に関する基本方針 
（４）感染症の発生状況の報告に関する基本方針 
（５）院内感染発生（アウトブレイク）時の対応に関する基本方針 
（６）患者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 
（７）その他の当該病院等における院内感染対策の推進のために必要な基本方針 
 
 
② 院内感染対策のための委員会の開催状況 

 
年12回 

 
  ・ 活動の主な内容： 
（１）院内感染制御の指針に関すること 
（２）院内感染制御の体制に関すること 
（３）院内感染制御に関するマニュアルに関すること 
（４）院内感染制御のための職員研修に関すること 
（５）院内感染に関する調査・分析、改善策の策定・実施及び職員への周知に関すること 
（６）策定された改善策の評価及び見直しに関すること 
（７）院内感染の予防対策の実施及び指導に関すること 
（８）感染症発生時の対策に関すること 
 
 
③ 従業者に対する院内感染対策のための研修の実施状況 

 
年６回 

 
 ・ 研修の内容（すべて）： 
１．病院感染制御マニュアル改訂内容・確認テスト 
２．当院における針刺し・切創、皮膚粘膜汚染の発生状況と対策 
３．手指衛生の必要性と感染予防効果 
４．パキロビッド（R)の処方について 
５．ゾコーバ（R)の処方について 
６．創部培養について~Diagnostic stewardship(診断支援)の重要性~ 
 
 
④ 感染症の発生状況の報告その他の院内感染対策の推進を目的とした改善のための方策の状況 
 
  ・ 病院における発生状況の報告等の整備        （ 有・無 ） 
  ・ その他の改善のための方策の主な内容： 

医療関連感染の発生状況を把握するため、院内における感染症の発生動向の状況を共有し、感
染予防及びまん延の防止を図る。また、重大な医療関連感染等が発生し、院内のみでの対応が困
難な事態が発生した場合、又は発生したことが疑われる場合は、地域の専門家等に相談を行う体
制を確保する。さらに「院内感染制御の指針」に即した病院感染制御マニュアルを整備し、定期
的に見直す。 

 

(注）前年度の実績を記入すること。 
 
 



 
 
 

 
規則第１条の 11 第２項第２号に掲げる医薬品に係る安全管理のための体制の確保に係る

措置 
 
 
① 医薬品安全管理責任者の配置状況 

 
    有・無 

 
② 従業者に対する医薬品の安全使用のための研修の実施状況 

 
     年１回 

 
 ・ 研修の主な内容： 
・医薬品の有効性・安全性に関する情報及び適正使用に関する事項 
・医薬品の安全使用のための業務に関する手順書に関する事項 
・医薬品による副作用が発生した場合の対応に関する事項 
 
 
③ 医薬品の安全使用のための業務に関する手順書の作成及び当該手順書に基づく業務の実施状況 
 
 ・ 手順書の作成        （ 有・無 ） 
 ・ 手順書の内訳に基づく業務の主な内容： 
(1)医薬品の採用、(2)医薬品の購入、(3)調剤室における医薬品管理、 
(4）麻薬室における医薬品管理、(5)薬品供給室における医薬品管理、 
(6）製剤室における医薬品管理、(7)院内製剤、(8)病棟における医薬品管理、 
(9）外来患者への医薬品使用、(10)入院患者への医薬品使用、 
(11)病棟・各部門への医薬品供給、(12)医薬品情報の収集・管理・提供、 
(13)手術・麻酔部門、(14)集中治療室、(15)救急部門、(16）輸血・血液管理部門、 
(17）生命維持管理装置領域、(18)臨床検査部門・画像診断部門、 
(19）歯科領域、(20）他施設との連携、(21)事故発生時の対応、(22)教育・研修 
(23)電子処方箋（院外処方） 
 
 
④ 医薬品の安全使用のために必要となる未承認等の医薬品の使用の情報その他の情報の収集その

他の医薬品の安全使用を目的とした改善のための方策の実施状況 
 
  ・ 医薬品に係る情報の収集の整備        （ 有・無 ） 
 ・ 未承認等の医薬品の具体的な使用事例（あれば）：  
 
  ・ その他の改善のための方策の主な内容： 
 
医薬品の安全使用のために、未承認薬等の医薬品の使用情報については、薬剤師GRMを通じて薬剤

部に情報提供を行い情報の共有化を図っている 
病棟担当薬剤師は、医薬品の投薬状況及び注射の状況、医薬品に係る副作用等の情報を収集し、

毎週薬剤部内で報告、周知している。 
また、病棟担当薬剤師は、病棟において医薬品の安全使用のために、必要に応じて指導等を行っ

ている。 
医薬品の情報については、PMDAメディナビ、医学論文、製薬企業の医薬情報担当者等より情報を収
集・整理し、毎週薬剤部内で報告している。重要な情報については、薬事委員会及び薬品情報を通
じて院内周知と周知状況の確認を行っている。 
 
 
 

(注）前年度の実績を記入すること。 
 
 
 
  



 
 
 

 
規則第１条の 11 第２項第３号に掲げる医療機器に係る安全管理のための体制の確保に係

る措置 
 
 
① 医療機器安全管理責任者の配置状況 

 
   有・無 

 
② 従業者に対する医療機器の安全使用のための研修の実施状況 

 
     年54回 

 
 ・ 研修の主な内容： 
 

使用経験のない新しい医療機器の導入時及び特に安全使用に際して技術の習得が必要と考

えられる医療機器に関して，その有効性・安全性，使用方法，保守点検，不具合発生時の対 

応，並びに特に法令上遵守すべき事項に関する研修を定期的に行い，その実施内容を記録し 

ている。また、病院情報システム上で医療機器研修を視聴できる体制としている。 
 
 
③ 医療機器の保守点検に関する計画の策定及び保守点検の実施状況 
 
 ・ 医療機器に係る計画の策定        （ 有・無 ） 
 ・ 機器ごとの保守点検の主な内容： 
 

保守点検に関する計画の策定に当たっては，医療機器の添付文書に記載されている保守点
検に関する事項を参照するとともに，必要に応じて当該医療機器の製造販売業者から情報を
提供してもらい，機種別に保守点検の時期等を記載している。 
また，保守点検の実施に当たっては，その実施状況，使用状況，修理状況並びに購入年等

を把握し記録するとともに，保守点検状況を評価し，必要に応じて安全面に十分配慮した医
療機器の採用に関する助言，保守点検計画の見直しを行っている。 
なお，保守点検を外部に委託する場合も同様の対応を行い，実施状況の記録を保存している。 

 
 
④ 医療機器の安全使用のために必要となる未承認等の医療機器の使用の状況その他の情報の収集

その他の医療機器の安全使用を目的とした改善のための方策の実施状況 
 
  ・ 医療機器に係る情報の収集の整備        （ 有・無 ） 
 ・ 未承認等の医療機器の具体的な使用事例（あれば）： 
 

なし 
 
 
  ・ その他の改善のための方策の主な内容： 
 

医療機器の使用に当たっては，当該医療機器の製造販売業者が指定する使用方法を遵守す

るべく，取扱説明書等の安全使用・保守点検等に関する情報を整理・管理している。 

また，医療機器の不具合情報や安全性情報等の安全使用に資する情報を製造販売業者等か

ら一元的に収集し，得られた情報を当該医療機器に携わる者へ提供するとともに，管理して

いる医療機器の不具合や健康被害等に関する内外の情報を収集し，病院長への報告等を行っ

ている 

なお，情報の収集等においては，製造販売業者が行う医療機器の適正な使用のために必要

な情報の収集に対して病院が協力するよう努めること，及び医療機器について当該品目の副

作用等の発生を知った場合において，保健衛生上の危害の発生又は拡大を防止するため必要

があると認められる時は，厚生労働大臣に対して副作用等の報告義務があることに留意し当

たっている。 
 

(注）前年度の実績を記入すること。 

 



 
 
 

 
規則第９条の２０の２第１項第１号から第１３号の二に掲げる事項の実施状況 

 
 
① 医療安全管理責任者の配置状況 

 
     有・無 

 
・責任者の資格（医師・歯科医師） 

医療安全管理責任者による医療安全管理部門、医療安全管理委員会、医薬品安全管理責任者及び

医療機器安全管理責任者の統括状況 

 

第 2 条の 3 病院に、医療に関する安全管理の確保を図るため、医療安全管理責任者を置く。 

2 医療安全管理責任者は、病院長の命を受け、医療安全管理部門、医療安全管理委員会、医薬品安

全管理責任者及び医療機器安全管理責任者を統括する。 

3 医療安全管理責任者は、前条に定める副病院長のうちから、病院長が任命する。 

（秋田大学医学部附属病院規程より抜粋） 

 
 
② 専任の院内感染対策を行う者の配置状況 

 
 有（ ８名）・無 

 

③ 医薬品安全管理責任者の業務実施状況 

・医薬品に関する情報の整理・周知に関する業務の状況 

医薬品安全管理責任者が医薬品情報周知のための指示を出す。薬品情報主任が情報を整理し「薬

品情報」を発行する。各部署代表（薬事委員等）は「薬品情報」を自部署で回覧し、職員に情報を

周知する。各部署の職員は「薬品情報」を確認した後、「周知状況報告書」に確認日を記載する。薬

事委員等は「周知状況報告書」をメールあるいは紙媒体で薬品情報主任に提出する。薬品情報主任

は各部署から提出された「周知状況報告書」をとりまとめ、医薬品安全管理責任者および薬事委員

会に報告する。また、同時に病院情報システム・インフォメーション上に「薬品情報」等を掲載

し、最新情報を随時閲覧可能な状態にしている。 

 

・未承認等の医薬品の使用に係る必要な業務の実施状況 

未承認新規医薬品等を用いた医療の提供に関する規定に基づき、未承認新規医薬品等担当部門

（担当部門）を設置し、未承認等の医薬品の使用に係る必要な確認を行っている。 

医薬品安全管理責任者は担当部門長として未承認薬等の使用に関する内容の確認、使用の適否、使

用条件等を決定し通知している。 

未承認薬等の医薬品の使用情報については、薬剤師 GRM を通じて薬剤部に情報提供を行い情報の共

有化を図っている。 

 



 
 
 

 

・担当者の指名の有無（有・無） 

・担当者の所属・職種： 

（所属：薬剤部 ，職種 薬剤部 DI 主任） （所属：医療安全管理部 ，職種 薬剤師 GRM ） 

 

④ 医療を受ける者に対する説明に関する責任者の配置状況 有・無 

・医療の担い手が説明を行う際の同席者、標準的な説明内容その他説明の実施に必要な方法に関す

る規程の作成の有無  （ 有・無 ） 

・説明等の実施に必要な方法に関する規程に定められた事項の遵守状況の確認、及び指導の主な内

容：年１回診療記録監査を行っており、監査で同意書の有無、患者・家族への治療等の説明内容、

患者・家族の署名の有無等を確認している。記載が不十分な場合は責任者が指導を行うこととして

いる。 

 

 

⑤ 診療録等の管理に関する責任者の選任状況 有・無 

・診療録等の記載内容の確認、及び指導の主な内容： 

各診療科から無作為に 2冊ずつのカルテを選んで監査を行っている。 

 現病歴の記載や研修医の記載に対する指導医の承認等について確認、指導を行っている。 

 

⑥ 医療安全管理部門の設置状況 有・無 

・所属職員：専従（３）名、専任（１）名、兼任（１）名 

 うち医師：専従（１）名、専任（０）名、兼任（１）名 

 うち薬剤師：専従（１）名、専任（０）名、兼任（０）名 

 うち看護師：専従（１）名、専任（１）名、兼任（０）名 

（注）報告書を提出する年度の 10月１日現在の員数を記入すること 

・活動の主な内容： 

(1) 医療安全管理部の業務に関する企画立案及び評価に関すること 
(2) 院内を巡回し、各部署における医療行為及び医療安全対策が医療安全に関するマニュアル等に
準じて実施されているか把握、分析、評価し、指導すること 

(3) インシデント事例報告書を管理し、集計・分析・評価を行うこと 
(4) 各部署リスクマネジャーの安全管理に関する意識向上を図り、支援を行うこと 
(5) 医療事故発生時の適切な対応と調整、医療事故報告書の作成支援を行うこと 
(6) 医療安全対策に関わる体制を確保するための職員研修を企画・実施すること 
(7) 相談窓口等の担当者と綿密な連携を図り、医療安全対策に関わる患者・家族の相談に適切に応
じる体制を支援すること 

(8) その他医療の安全に関し必要な業務を行うこと 
(9) 部長不在時の代行業務 



 
 
 

 
モニタリングの具体例 
・診療内容について診療記録監査を年１回実施し、医療安全の認識についてはマニュアル改訂時に
全職員対象のテストを行い確認している。 

 

※ 平成二八年改正省令附則第四条第一項及び第二項の規定の適用を受ける場合には、専任の医療
に係る安全管理を行う者が基準を満たしていることについて説明すること。 
※ 医療安全管理委員会において定める医療安全に資する診療内容及び従事者の医療安全の認識に
ついての平時からのモニタリングの具体例についても記載すること。 

⑦ 高難度新規医療技術の提供の適否等を決定する部門の状況 

・前年度の高難度新規医療技術を用いた医療の申請件数（４件）、及び許可件数（４件） 

・高難度新規医療技術の提供の適否等を決定する部門の設置の有無（ 有・無 ） 

・高難度新規医療技術を用いた医療を提供する場合に、従業者が遵守すべき事項及び高難度新規医

療技術の提供の適否等を決定する部門が確認すべき事項等を定めた規程の作成の有無（ 有・

無 ） 

・活動の主な内容： 

高難度新規医療技術提供の適否を審査する。 

 

・規程に定められた事項の遵守状況の確認の有無（ 有・無 ） 

・高難度新規医療技術評価委員会の設置の有無（ 有・無 ） 

 

 

⑧ 未承認新規医薬品等の使用条件を定め、使用の適否等を決定する部門の状況 

・前年度の未承認新規医薬品等を用いた医療の申請件数（70 件）、及び許可件数（69 件） 

・未承認新規医薬品等の使用条件を定め、使用の適否等を決定する部門の設置の有無（ 有・

無 ） 

・未承認新規医薬品等を用いた医療を提供する場合に、従業者が遵守すべき事項及び未承認新規医

薬品等の使用条件を定め使用の適否等を決定する部門が確認すべき事項等を定めた規程の作成の

有無（ 有・無 ） 

・活動の主な内容： 

未承認新規医薬品等の使用の適否を審査する。 

 

・規程に定められた事項の遵守状況の確認の有無（ 有・無 ） 

・未承認新規医薬品等評価委員会の設置の有無 （ 有・無 ） 

⑨ 入院患者が死亡した場合などの医療安全管理部門への報告状況 

・入院患者が死亡した場合の医療安全管理部門への報告状況：年 337 件 



 
 
 

 

・上記に掲げる場合以外の場合であって、通常の経過では必要がない処置又は治療が必要になった

ものとして特定機能病院の管理者が定める水準以上の事象が発生したとき当該事象の発生の事実

及び発生前の状況に関する医療安全管理部門への報告状況：年 154 件 

・上記に関する医療安全管理委員会の活動の主な内容 

 

⑩ 他の特定機能病院等の管理者と連携した相互立入り及び技術的助言の実施状況 

・他の特定機能病院等への立入り（ 有（病院名：横浜市立大学附属病院 ）） 

・他の特定機能病院等からの立入り受入れ（ 有（病院名：東京科学大学病院 ）） 

・技術的助言の実施状況 

【医療安全・有害事象の検討】 

・医療放射線安全管理責任者を組織図上にも位置付けることをご検討ください 

・重大事案発生時の安全管理部、責任者、管理者への速やかな報告体制の確保 

・過失の判断は慎重にすることをご検討ください 

【高難度】 

・ＩＣ説明時の項目への〇つけについては、〇をつけるのであれば説明不足と判断されないよう、

説明したすべてにつけるようにした方がよいかと思います。 

・高難度の申請には診療科の判断に頼るところであるので、当該診療科以外からも拾い上げる仕組

みを考えるとともに、病院全体としての意識の醸成を図るため、研修や会議、メール等により定期

的に周知を繰り返し行えるとよいと思います。 

 

次のとおり対応しております。 

【医療安全・有害事象の検討】 

・医療放射線安全管理責任者の位置付け、報告体制については、今年度の医療安全対策マニュ

アル更新に向けて検討している。 

・過失の判断は慎重に行い、判定は必ずしも行わないこととした。 

【高難度】 

・周知方法等について検討している。 

 

 

 

⑪ 当該病院内に患者からの安全管理に係る相談に適切に応じる体制の確保状況 



 
 
 

 

・体制の確保状況 

・地域医療患者支援センター・がん相談支援センターで患者からの相談を受理し、医療安全に関す

る内容の場合は医療安全管理部と連携して対応にあたる。 

 

 

⑫ 職員研修の実施状況 

・研修の実施状況 

実施している（規則第１条の 11 第１項各号に掲げる医療に係る安全管理のための体制の確保に係

る措置③に記載）。 

 

（注）前年度の実績を記載すること（⑥の医師等の所属職員の配置状況については提出年度の10月1

日の員数を記入すること） 

 

⑬ 管理者、医療安全管理責任者、医薬品安全管理責任者及び医療機器安全管理責任者のための研修

の実施状況 

・研修の実施状況 

管理者、医療安全管理責任者、医薬品安全管理責任者及び医療機器安全管理責任者は日本医療機能

評価機構が実施している「特定機能病院管理者研修」を受講した。 

 

（注）前年度の実績を記載すること 

 

⑭医療機関内における事故の発生の防止に係る第三者による評価の受審状況、当該評価に基づき改

善のために講ずべき措置の内容の公表状況、当該評価を踏まえ講じた措置の状況 

・第三者による評価の受審状況 

ISO9001:2015（令和 7年 2 月 18 日～2月 20 日） 

 

・評価に基づき改善のために講ずべき措置の内容の公表状況 

認証取得等についてホームページに掲載 

 

・評価を踏まえ講じた措置 

特になし 

（注）記載時点の状況を記載すること 



 
 
 

 
規則第７条の２の２第１項各号に掲げる管理者の資質及び能力に関する基準 

 
 
 管理者に必要な資質及び能力に関する基準 

  
     

 

 ・ 基準の主な内容 

１．医師免許を有している者。  

２．特定機能病院の管理者として，医療安全管理について十分な知見を有

するとともに， 次に掲げるいずれかの業務の経験を有する者。  

(1)医療安全管理責任者，医薬品安全管理責任者，医療機器安全管理責任

者の業務 

 (2)医療安全管理委員会の構成員としての業務  

(3)医療安全管理部門における業務 

 (4)その他上記に準じる業務  

３． 病院組織における管理運営・経営の経験を有し，適切な組織の編成

や 

健全な財務基盤の構築を推進できるなど，強いリーダーシップを 

持って特定機能病院の管理運営ができる者。  

４．秋田大学の基本理念の実現に向け，医学部附属病院としての具体的な 

構想を提示し，それを実現できる者。  

５．県内唯一の特定機能病院である本院の管理者として，先進的な医療の 

開発・提供及び 臨床研修の実践にリーダーシップを発揮すると共に 

地域の医療機関と連携し，中核的役割を果たすことができる者。 

６．新型コロナウイルス感染症や類似した重大かつ迅速な対応が求められ 

る事案が発生した場合においても柔軟に病院運営及び組織について見 

直しを行い的確な対応を実行することができる者。 

７．医師不足，医師の不均等分布が問題である秋田県において，よりよい 

医療提供を行うために幅広い見識を有する者。 

 

・ 基準に係る内部規程の公表の有無（ 有・無 ） 

・ 公表の方法 

▽本学ホームページへ掲載 

 

 

 
 
 

規則第７条の３第１項各号に掲げる管理者の選任を行う委員会の設置及び運営状況 
 
 
 前年度における管理者の選考の実施の有無 

 
    有・無 

 

 ・ 選考を実施した場合、委員会の設置の有無（ 有・無 ） 

・ 選考を実施した場合、委員名簿、委員の経歴及び選定理由の公表の有無（ 有・無 ） 

・ 選考を実施した場合、管理者の選考結果、選考過程及び選考理由の公表の有無（ 有・無 ） 

・ 公表の方法 

 

 



 
 
 

 

 

管理者の選任を行う委員会の委員名簿及び選定理由 

氏名 所属 委員長 

（○を付

す） 

選定理由 特別の関

係 

    有・無 

    有・無 

    有・無 

    有・無 
 
  



 
 
 

 
規則第９条の２３第１項及び第２項に掲げる病院の管理及び運営を行うための合議体の設

置及び運営状況 
 
 
 合議体の設置の有無 

 
    有・無 
   

 

・合議体の主要な審議内容 

▽病院の管理運営に関する重要事項について 

  

 

・審議の概要の従業者への周知状況 

▽出席者から各部署内へ周知している。また、議事要旨を職員限定のホームページへ掲載してい

る。 

 

 

 

・合議体に係る内部規程の公表の有無（ 有・無 ） 

・公表の方法 

 

 

・外部有識者からの意見聴取の有無（ 有・無 ） 

 
 

合議体の委員名簿 

氏名 委員長 

（○を付す） 

職種 役職 

添付資料１の通り（秋田大学医学部附属病院運営委員会名簿） 

    

    

    

    

    
 
 
  



 
 
 

 
規則第１５条の４第１項第１号に掲げる管理者が有する権限に関する状況 

 
 
 管理者が有する病院の管理及び運営に必要な権限  

  

 
・ 管理者が有する権限に係る内部規程の公表の有無（ 無 ） 
 ・ 公表の方法 
 
 
 ・ 規程の主な内容 

▽附属病院の予算責任者として、予算案の作成及び予算の執行について権限と責任を有する。 
  また、副病院長、病院長補佐、診療科長等の任命及び解任権を有する。 
 
 
 

 ・ 管理者をサポートする体制（副院長、院長補佐、企画スタッフ等）及び当該職員の役割 
▽副病院長、病院長補佐が以下の役割を担っている。 
副病院長：危機管理、医療安全、先進医療、クレーム対応、働き方改革、経営、病院機能 

評価、倫理、多職種協働、療養環境、患者サービス 
 

病院長補佐：職場改善・職員支援、女性医師支援、広報、災害対応、病床運営、IT関連、臨 

床工学、手術部運営、地域医療患者支援、病歴管理、職員教育、業務改善（タ 

スクシフト関連）、卒然卒後教育、業務改善、材料管理、渉外、職場改善・職 

員支援、経営効率化、病床運営管理、施設整備 
 

 ・ 病院のマネジメントを担う人員についての人事・研修の状況 
▽令和６年度トップマネジメント研修（厚生労働省） 
病院長参加 

 
 

 
 
  



 
 
 

 
規則第１５条の４第１項第２号に掲げる医療の安全の確保に関する監査委員会に関する状

況 

 

監査委員会の設置状況 有・無 

・監査委員会の開催状況：年２回 

・活動の主な内容： 

(1) 医学部附属病院における医療安全管理責任者，医療安全管理部，医療安全管理委員会， 

医薬品安全管理責任者，医療機器安全管理責任者等に係る業務執行の状況に対する監査  

(2) 監査結果に基づいた，学長及び病院長に対する是正措置に係る意見の表明 

 

・監査委員会の業務実施結果の公表の有無（ 有・無 ） 

・委員名簿の公表の有無（ 有・無 ） 

・委員の選定理由の公表の有無（ 有・無 ） 

・監査委員会に係る内部規程の公表の有無（ 有・無 ） 

・公表の方法：大学 HPで公表している。 

 

監査委員会の委員名簿及び選定理由（注） 

氏名 所属 委員長 

（○を付

す） 

選定理由 利害関係 委員の要件 

該当状況 

伊藤 伸一 秋田県医師会 

副会長 

○ 秋田県医師会副会

長という要職を務

めており、また、

医療安全に精通し

た医師である。 

無 1 

佐々木俊幸 佐々木俊幸法

律事務所 

弁護士 

 法律事務所を営ん

でおり、法律に関

する見識を有する

弁護士である。 

無 1 

石塚 真人 秋田テレビ株

式会社 

常任相談役 

 テレビ局という公

共のメディアで業

務に従事してお

り、高い見識を持

つ者である。 

無 2 

疋田 正喜 副学長（学部間

連携担当） 

 学長が指名する理

事又は副学長 

有 3 

    有・無 1 

    有・無  

（注） 「委員の要件該当状況」の欄は、次の1～3のいずれかを記載すること。 

   1. 医療に係る安全管理又は法律に関する識見を有する者その他の学識経験を有する者 

2. 医療を受ける者その他の医療従事者以外の者（1.に掲げる者を除く。） 



 
 
 

 
   3. その他 



 
 
 

 
規則第１５条の４第１項第３号イに掲げる管理者の業務の執行が法令に適合することを確
保するための体制の整備に係る措置 

 
 
管理者の業務が法令に適合することを確保するための体制の整備状況 

 
 

 
 ・体制の整備状況及び活動内容 

▽平成２９年４月１日に国立大学法人秋田大学コンプライアンス委員会を設置した。委員会は 
必要に応じて開催することとしているが、倫理・服務、ハラスメント、利益相反等個別事項 
ごとに責任者を置き、コンプライアンスに関する業務を担当している。 

 
 
 ・ 専門部署の設置の有無（ 有・無 ） 
 
 ・ 内部規程の整備の有無（ 有・無 ） 
 
 ・ 内部規程の公表の有無（ 有・無 ） 
 
 ・ 公表の方法：公表していない。 
 
 
 

 

 
  



 
 
 

 
規則第１５条の４第１項第３号ロに掲げる開設者による業務の監督に係る体制の整備に係

る措置 

 
 
開設者又は理事会等による病院の業務の監督に係る体制の状況 

 

 
 ・ 病院の管理運営状況を監督する会議体の体制及び運営状況 
▽戦略室会議（旧役員ミーティング）に毎月の病院の経営状況を報告している。また、必要に応じ
て役員会において病院に関する議題について審議されている。決算等については、経営協議会でも
審議されている。 
 
 
 ・ 会議体の実施状況 
▽役員会              ：年 ２１ 回 
▽戦略室会議（旧役員ミーティング） ：年 ４２ 回 
▽経営協議会            ：年  ９ 回 
 
 ・ 会議体への管理者の参画の有無および回数（ 有・無 ） 
▽役員会              ：有（陪席）年 １７ 回 
▽戦略室会議（旧役員ミーティング） ：有    年 ４２ 回 
▽経営協議会            ：有    年  ８ 回 
 
 ・ 会議体に係る内部規程の公表の有無（ 有・無 ） 
 
 ・ 公表の方法 
▽役員会              ：本学ホームページにて掲載 
▽戦略室会議（旧役員ミーティング） ：公表なし 
▽経営協議会            ：本学ホームページにて掲載 
   
 
 

病院の管理運営状況を監督する会議体の名称： 

会議体の委員名簿 

氏名 所属 委員長 

（○を付す） 

利害関係 

添付資料２（役員会名簿）、添付資料３（戦略室会議名簿）、添付資料４（経営協

議会名簿）の通り 

有・無 

   有・無 

   有・無 

   有・無 

（注） 会議体の名称及び委員名簿は理事会等とは別に会議体を設置した場合に記載すること。 

 

 

  



 
 
 

 
規則第１５条の４第１項第４号に掲げる医療安全管理の適正な実施に疑義が生じた場合等

の情報提供を受け付ける窓口の状況 

 

窓口の状況 

・情報提供を受け付けるための窓口の設置の有無（ 有・無 ） 

・通報件数（年０件） 

・窓口に提供する情報の範囲、情報提供を行った個人を識別することができないようにするための

方策その他窓口の設置に関する必要な定めの有無（ 有・無 ） 

・窓口及びその使用方法についての従業者への周知の有無（ 有・無 ） 

・周知の方法 

設置及び運用開始時はリスクマネジャー会議にて周知を行った。リスクマネジャー会議の資料及び

議事要旨は、各部署のリスクマネジャーが自部署職員全員に文書を周知し、職員全員が周知文書を

確認しサインをした周知状況報告書を医療安全管理部へ提出することとしている。 

また、新規採用者を対象としている医療安全対策マニュアル説明会にて周知し、医療安全対策マニ

ュアル及び医療安全ポケットマニュアルに内部通報窓口について掲載している。 

 



氏名
委員長

（○を付す）
職種 役職

飯　島　克　則 医師 第一内科　診療科長
松　橋　　保 医師 第一内科　副診療科長
渡　邊　博　之 〇 医師 第二内科　診療科長
寺　田　　健 医師 第二内科　副診療科長
髙　橋　直　人 医師 第三内科　診療科長
齋　藤　雅　也 医師 第三内科　副診療科長
脇　　裕　典 医師 老年科　診療科長
森　井　　宰 医師 老年科　副診療科長
中　山　勝　敏 医師 呼吸器内科　診療科長
有　田　淳　一 医師 第一外科　診療科長
渥　美　振一郎 医師 第一外科　副診療科長
今　井　一　博 医師 第二外科　診療科長
佐　藤　雄　亮 医師 第二外科　副診療科長
中　嶋　博　之 医師 心臓血管外科　診療科長
高　木　大　地 医師 心臓血管外科　副診療科長
髙　橋　佑　介 医師 脳神経外科　診療科長
　小　野　隆　裕 医師 脳神経外科　副診療科長
水　野　　大 医師 小児外科　診療科長
豊　野　学　朋 医師 小児科　診療科長
矢　野　道　広 医師 小児科　副診療科長
寺　田　幸　弘 医師 産科婦人科　診療科長
熊　澤　由紀代 医師 産科婦人科　副診療科長
三　島　和　夫 医師 精神科　療科長
竹　島　正　浩 医師 精神科　副診療科長
宮　腰　尚　久 医師 整形外科　診療科長
野　坂　光　司 医師 整形外科　副診療科長
河　野　通　浩 医師 皮膚科　診療科長
山　川　岳　洋 医師 皮膚科　副診療科長
羽　渕　友　則 医師 泌尿器科　診療科長
成　田　伸太郎 医師 泌尿器科　副診療科長
岩　瀬　　剛 医師 眼科　診療科長
向　後　二　郎 医師 眼科　副診療科長
山　田　武千代 医師 耳鼻咽喉科　診療科長
鈴　木　真　輔 医師 耳鼻咽喉科　副診療科長
森　　菜緖子 医師 放射線科　診療科長
和　田　優　貴 医師 放射線科　副診療科長
新　山　幸　俊 医師 麻酔科　診療科長
山　本　夏　子 医師 麻酔科　副診療科長
柴　田　浩　行 医師 腫瘍内科　診療科長
中　永　士師明 医師 救急科　診療科長
奥　山　　学 医師 救急科　副診療科長
南　條　　博 医師 病理診断科　診療科長
髙　野　裕　史 歯科医師 歯科口腔外科　診療科長
五十嵐　秀　光 歯科医師 歯科口腔外科副診療科長

運営委員会　委員名簿

KHGJA
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添付資料１




氏名
委員長

（○を付す）
職種 役職

植　木　重　治 医師 中央検査部長
守　時　由　起 医師 中央検査部　副部長
髙　橋　智　映 臨床検査技師 中央検査部　副部長
佐　藤　浩　司 医師 中央手術部　副部長
照　井　正　信 放射線技師 中央放射線部　副部長
小　玉　恵　子 看護師 中央材料部　副部長
奈　良　美　保 医師 輸血部　副部長
佐　藤　郁　恵 臨床検査技師 輸血部　副部長
粕　川　雄　司 医師 リハビリテーション部長
工　藤　大　輔 医師 リハビリテーション部　副部長
畠　山　和　利 理学療法士 リハビリテーション部　副部長
大　坪　徹　也 教員 医療情報部　部長
齋　藤　　　満 医師 血液浄化療法部　副部長
野　口　奈津子 医師 中央病歴部　副部長
三　浦　広　志 医師 周産母子センター　副センター長
廣　嶋　優　子 医師 病理部　副部長
嵯　峨　亜希子 医師 総合診療部　副部長
小　林　浩　悦 臨床工学技士 臨床工学センター　副センター長
長谷川　仁　志 医師 総合臨床教育研修センター　センター長
佐　藤　輝　紀 医師 内視鏡・超音波センター　副センター長
福　田　耕　二 医師 腫瘍情報センター　副センター長
田　口　郁　子 看護師 地域医療患者支援センター　副センター長
安　藤　秀　明 医師 緩和ケアセンター長
杉　本　侑　孝 医師 緩和ケアセンター　副センター長
今　野　麻衣子 看護師 緩和ケアセンター　副センター長
森　井　真也子 医師 栄養管理部　副部長
嶋　﨑　真樹子 管理栄養士 栄養管理部　副部長
北　村　俊　晴 医師 総合診療医センター　副センター長
菊　地　正　史 薬剤師 薬剤部長
佐々木　克也 薬剤師 副薬剤部長
加賀谷　英彰 薬剤師 副薬剤部長
赤嶺　由美子 薬剤師 副薬剤部長
木　村　　　哲 医師 医療安全管理部長
笹　渕　航　平 薬剤師 医療安全管理部　副部長
須　藤　貴　子 看護師 医療安全管理部　副部長
嵯　峨　知　生 医師 感染制御部長
石　川　陽　子 看護師 感染制御部　副部長
中　村　美　央 看護師 看護部長
山　田　楼　子 看護師 副看護部長

小　林　禎　子 看護師 副看護部長

小　松　千賀子 看護師 副看護部長

佐々木　志のぶ 看護師 副看護部長

荒　井　忠　行 事務 事務部長



委員長

（○を付す）

南谷 佳弘 学 長 ○ 有
尾野 恭一 理事（総括・研究・地方創生担当） 有
後藤 猛 理事（教育担当・国際・情報担当） 有
上田 晴彦 理事（学生担当） 有
酒井 貢 理事（総務・人事・財務・施設・環境担当） 有
工藤 孝徳 理事（経営分析担当） 有
佐々木 薫 理事（地域医療担当） 有

氏名 所属 利害関係
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委員長

（○を付す）

南谷 佳弘 学長 ○ 有
尾野 恭一 理事（総括・研究・地方創生担当） 有
後藤 猛 理事（教育・国際・情報担当） 有
上田 晴彦 理事（学生担当） 有
酒井 貢 理事（総務・人事・財務・施設・環境担当） 有
渡邊 博之 副学長（病院担当） 有
播磨屋 寿 監事 有

氏名 所属 利害関係
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委員長

（○を付す）

南谷 佳弘 学 長 ○ 有
尾野 恭一 理事（総括・研究・地方創生） 有
後藤 猛 理事（教育・国際・情報担当） 有
上田 晴彦 理事（学生担当） 有
酒井 貢 理事（総務・人事・財務・施設・環境担当） 有
工藤 孝徳 理事（経営分析担当） 有
渡邊 博之 医学部附属病院長 有
佐川 博之 秋田魁新報社代表取締役社長 無

藤原 慶正
日本医師会常任理事
特定医療法人敬徳会理事長

無

銭谷 眞美 新国立劇場運営財団理事長 無
新谷 明弘 秋田銀行取締役会長 無
瀬戸 泰之 国立がん研究センター中央病院長 無
鈴木 健太 秋田県知事 無
佐藤 敬 青森中央学院大学長（前弘前大学長） 無
中山 こずゑ TDK株式会社取締役 無
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